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≪巻頭言≫ 九州ベトナム訪問団 

 
 

団長 松尾 新吾 
九州経済国際化推進機構 会長 
社団法人九州経済連合会 会長 

 
 
 私がベトナムを訪問するのは、今回で３回目であり、昨年２月にホーチミンを訪れ
て以来であった。 
 
 今回の訪問団は、私自身の予想をはるかに上回る、総勢６５名という大規模なもの
であり、九州企業によるベトナムへの関心の高さを再認識した。初日の航空機欠航の
影響で、当初の予定より日程が１日短縮となるハプニングがあったものの、現地入り
してからは大きな事故もなく、順調に日程をこなすことができた。 
 
昨年４月の在福岡ベトナム総領事館開設に象徴されるように、九州とベトナムとの

交流は着実に拡大している。しかしその一方で、九州とベトナムとの経済交流は、輸
出入額とも九州全体の１％程度にとどまっており、まだまだ拡大の余地がある。 
 
九州経済国際化推進機構は、昨年２月ハノイにおいて、ベトナム政府計画投資省と

の間で「経済交流に関する覚書」を締結した。今回、同省のヴォー・ホン・フック大
臣を表敬訪問するという貴重な機会を得たが、同大臣は、九州との経済交流への強い
期待感を表明した。今後九州からベトナムへの投資をどのようにして拡大していくべ
きか、具体的な形にすることが重要であると感じた。また、ベトナム政府外務省とハ
ノイ市人民委員会も表敬訪問したが、ベトナム外務省からは、グエン・ミン・チエッ
ト国家主席の来九について、前向きな発言があった。 
  
 今回の調査団では、ホンダベトナムの最新工場など日系企業を視察する機会もあり、
ハノイで開催した「九州・ベトナム経済交流セミナー」では、ベトナム政府や日系企
業の関係各位より、ベトナムビジネスについて貴重な話を伺った。さらに、在ベトナ
ム日本国大使館の坂場三男特命全権大使のご厚意により、訪問団の団員全員を大使公
邸でのレセプションにお招き頂いた。大使の飾らないお人柄に触れ、また、団員相互
の交流を更に深めることもできた。超ご多忙なスケジュールの中、快く訪問団を受け
入れて頂いた大使閣下に対し、心より御礼申し上げたい。 
 
また、関係各所の皆様方の多大なご尽力により、当訪問団がたいへん有意義な訪問

を無事終えることができたことに対して、ここにあらためて感謝申し上げたい。最
後に、在福岡ベトナム総領事館のヴー・フィ・ムン総領事には、ベトナム政府要人と
の表敬訪問についてご調整頂くとともに、訪問団とともにハノイまでご足労頂き、深
く御礼申し上げる次第である。 

以 上 
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Ⅰ 九州ベトナム訪問団 概要／派遣趣意書 
 

(1) 名称・主催  

九州ベトナム経済交流調査団  （九州経済国際化推進機構、 九州地域産業活性化ｾﾝﾀｰ） 

第1 回ベトナム公式訪問     （九州ベトナム友好協会） 

(2) 実施時期  

平成22 年7 月20 日(火) ～ 24 日(土)  

(3) 訪 問 地 

ハノイ（ベトナム社会主義共和国） 

(4) 団  員 

44 名 （参加企業・団体数 32） 

(5) 団  長 

松尾新吾会長 （九州経済国際化推進機構会長） 

矢頭美世子会長 （九州ベトナム友好協会会長） 

   (6) 事務局 

 九州経済連合会、九州経済産業局 

 
 

〔派遣趣意書〕 

2009 年 10 月の日越経済連携協定（EPA）の発効等により日本とベトナム間の経済関係が強化

される一方、九州とベトナムとの交流についても、2008 年 9 月の九州ベトナム友好協会設立、

2009 年 4 月の在福岡ベトナム総領事館開設及びベトナムの国家元首であるノン・ドゥック・マ

イン書記長閣下による福岡県の公式訪問、同10 月のベトナム航空による福岡－ハノイ直行便就

航、九州とベトナムの大学間交流など、産学官様々なレベルにおいて良好な関係が続いている。 

2009 年 2 月には、九州経済国際化推進機構とベトナム政府計画投資省との間で経済交流に関

する覚書を締結し、同11月に初の協力事業として「九州ベトナム経済交流セミナー」を開催し

たが、参加者から今後の定期的な最新情報の提供やベトナム現地の調査等を望む意見が多く寄せ

られた。 

このような中、今回九州経済国際化推進機構と九州ベトナム友好協会と合同で、「九州ベトナ

ム訪問団」をホーチミン及びハノイに派遣する。これは、ベトナム政府関係者への表敬訪問・

意見交換、九州ベトナム経済交流セミナーの開催及び日系進出企業の視察等を行い、今後の

継続的な地域間・企業間交流の具体化の促進を図るものである。 

なお、九州経済国際化推進機構としては、ベトナム計画投資省との覚書に基づく初の「九州ベ

トナム経済交流調査団」であり、九州ベトナム友好協会としては、協会設立２周年、在福岡ベト

ナム総領事館開設1周年、及びハノイ開府千年を記念した「第1回ベトナム公式訪問」である。 
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Ⅱ 訪問団日程 

 
2010年7月20日（火）～24日（土） ハノイ 

 

月日 開始 終了 スケジュール 備考 

１日目 
7/20 
（火） 

09：00 
 
 

09：45 
 
 

結団式 
 

 

福岡空港国際線ターミナル 
 

 

２日目 
7/21 
（水） 

10:30 
 
 

12:45
 
 

空路 福岡⇒ ハノイ 
 

 

VN963（所要4:15） 
 
【ハノイ：デウーホテル泊】

３日目 
 

7/22 
（木） 

09:00 11:00 ホンダベトナム 視察 ビンフック省 

14:00 14:40 ベトナム計画投資省      〔表敬班〕 

14：00 15:30 AIC社 〔視察班〕 

17:00 
19:00 
 
 

18:30 
21:00 
 
 

九州ベトナム経済交流セミナー 
レセプション（交流夕食会） 
 

 

デウーホテル 
  〃 
 
【ハノイ：デウーホテル泊】

４日目 
 

7/23 
（金） 

14:00 14:30 ベトナム外務省      

〔表敬班〕 15:30 16:00 ハノイ市人民委員会 

16:30 17:15 サンレッドリバー 

10:00 11:30 貿易振興庁(VIETRADE)  〔視察班〕 

13:30 14:15 サンレッドリバー     〔視察班〕 

19:30 
21:30 

21:00
22:00 

レセプション（坂場三男大使主催） 
解団式 

在越日本国大使公邸 
デウーホテル 

５日目 
7/24 
（土） 

02:00 
09:00 

08:00
 

空路 ハノイ⇒ 福岡  
解散（福岡空港国際線ターミナル）

VN962（所要4:00）【機中泊】
 

 
ｏ日本との時差：－２時間（ＧＭＴ＋７） 
ｏ太字は、北九州ベトナム協会訪問団（7/20~24、団長：木瀬照雄会長）と合同 
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Ⅲ－1《視察》ホンダベトナム 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 22 日（木） 9:00-11:00 
○ 場 所：ビンフック省 
○ 出席者：ホンダベトナム  池上雅彦副社長 他 

訪問団      松尾新吾団長、矢頭美世子団長 他 
 

〔概要〕 
≪ブリーフィング≫ 

 企業概要 

    企業名  Honda Vietnam Co., Ltd. 
所在地  工場：ビンフック省 営業所：ハノイ、ホーチミン 
会社設立 1996年3月 
事業内容 二輪車・四輪車の生産、販売、サービス 
資本金   6,290万米ドル      
出資比率  本田技研工業（株）42％ 

アジアホンダモーターカンパニー 28％ 
VEAM社 30％ 

生産開始 二輪：1997年12月 四輪：2006年7月 
生産能力  二輪：150万台／年 四輪：1万台／年 

 二輪と四輪を両方とも生産している工場は、ホンダとしては珍しい。 

 2000 年から 2002 年にかけて価格の安い中国製二輪車にシェアを奪われたが、
2003 年の政府の生産規制後、順調にシェアを回復している。 

 四輪の生産は 15 台／日程度。車種はシビックとＣＲＶのみ。四輪には高い
税金がかかるため、まだまだ小さな市場。シビックで 400～500 万円する。 

 二輪は、年間生産能力を 50 万台拡大することを決定しており、将来的には
生産能力が年間 200 万台体制となる。 

≪工場視察・質疑応答≫ 
 二輪のマザー工場は九州。四輪は鈴鹿。 

 従業員の平均年齢は 25 歳。賃金は月約１万円。機械をいれて自動化するコ
ストよりも、圧倒的に人件費の方が安い。 

 金型はタイなど極力近隣から持ってきている。 
 四輪部品の現地調達率は 25％。タイから 35％、日本から 35％、インドネシ
ア、フィリピン、マレーシア等から 5％の割合で輸入している。エンジンも
輸入した方が安いが、ものづくりの精神を学んでもらうためベトナムで組み
立てている。 
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【工場ロビーでの記念撮影】 

【訪問団を代表して挨拶する松尾新吾団長】 

【ホンダベトナム  池上雅彦副社長】 
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ホンダベトナム（ＨＶＮ） 概要 

（2010年6月現在） 

 
１ 企業名  ホンダベトナムカンパニー・リミテッド(Honda Vietnam Co., Ltd.) 

会社設立 1996年 3月      稼働開始 1997年 12月（二輪）、2006年 7月（四輪） 
資本金  6,290万米ドル      
出資比率：本田技研工業（株）42％,Asian Honda Motor Co., Ltd. 28％, 

Vietnam Engine & Agricultural Machinery Corporation 30％ 
 
２ 住 所  ビンフック省（ハノイ郊外） 

Phuc Thang Ward, Phuc Yen Town, 

Vinh Phuc province, Vietnam  

Tel: (84) 211 3868 888  

Fax: (84) 211 910 3868  

 

３ 代表者  社長 大西 孝治（おおにし こうじ） 

 
４ 工場の概要： 
(1)生産能力： 
＜二輪車＞150万台／年    第一工場：100万台／年 

第二工場： 50万台／年  →  100万台／年（2011年後半） 
＜四輪車＞1万台／年 

 
(2)主な生産機種： 
＜二輪車第一工場＞ Super Dream、Wave 110、Future 
＜二輪車第二工場＞ Click、Air Blade、Lead 

 
(3)従業員数：第一工場 約3,800名  第二工場 約1,800名（2010年4月末時点） 

 
５ 海外生産拠点強化とベトナム工場 

HVNは1997年に二輪車の生産を開始して以来、著しい成長を続けるベトナム二輪車市場に対応すべく、

2008年までに年間150万台の生産体制を構築。今回2010年6月末、二輪車工場の年間生産能力を50万台拡

大することを決定。能力拡大により、HVNの生産能力は年間200万台体制となる。生産能力の増強は総投資

額は約7,000万USドル、稼働開始時期は2011年後半を予定。 

ベトナムの二輪車市場は、2009年は販売台数226万台と前年比2割増で堅調に推移しており、中国・イン

ド・インドネシアに続いて世界第4位の市場。特にATモデル市場は75万台（前年比7割増）と伸長が著しく、 

今後のATモデルの需要拡大も視野に入れ、今回の能力拡大の決断に至った。 

HVNは、1996年の設立以来、14年間で累計700万台の生産を達成。14年連続で過去最高販売台数を 

更新し、昨年はベトナム国内のシェア63％と順調に販売を伸ばしている。 
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Ⅲ-2 《表敬訪問》ベトナム政府 計画投資省 

 
 
 
○ 日 時：2010 年 7 月 22 日（木） 

 15:00-15:30  
○ 場 所：ベトナム政府計画投資省 
○ 出席者： 

計画投資大臣   ヴォー・ホン・フック 閣下 (H.E. Mr. VO Hong PHUC)   
外国投資庁長官  ドー・ニャット・ホアン 氏  (Mr. Do Nhat HOANG) 
外国投資促進課   ラ・ホール・ナム 氏    (Mr. La Hoal NAM) 

〃     グエン・ダック・アン 氏    (Mr. Nguyen Duc ANH)   
前海外投資アドバイザー 市川 匡四郎 氏 
在福岡ベトナム総領事館 ヴー・フィ・ムン 総領事 
訪問団         松尾新吾団長 他 （計１９名） 

 
〔概要〕 
（九州経済国際化推進機構：松尾会長） 

 今回は、2009.2 貴省とのＭＯＵの具体化の一環として訪問。 
アセアン外相会議（7/20～23、於ハノイ）開催中という多忙な中、訪問団表
敬の受け入れに感謝申し上げる。 

 今後は、九州とベトナム間の経済交流の実を上げていきたい。 
友好協会の設立、在福岡ベトナム総領事の開設、福岡ハノイ間の航空便の就
航など、交流のインフラはかなり整ってきていると認識している。これから
は情報交換等を緊密にしていき、企業間取引きを実現していくことが重要と
考えている。 

 九州からの直接投資も２６件を数え、ここ３年間では１０件が進出している。
日本は、官民を上げて、ベトナムのプロジェクトに参加したいとの気運に満
ちている。中小企業での連携はもとより、新幹線、原子力について、日本を
活用して貰いたい。 

 小職が務めている九州電力は、ベトナムでの発電事業ではフーミー発電所
（LNG 火力）で実績がある。当社は優れた技術力を有しており、原子力発電
においても日本国内有数の発電実績を保っている。現在、貴国電力庁との協
力協定により技術研修生を受け入れている。貴国の原子力発電計画に九州電
力も申し出ていた。今後の原子力発電に協力したい。 
 

（九州経済産業局：橘髙局長） 
 日越間は、日本との交流に積極的なフック大臣のご尽力により戦略的なパー
トナーシップを深めている。日越共同イニシアティブの取組などを通じ、良
好な協力関係を構築している。 

 九州は、農業から自動車、ハイテク産業まで包括的な各種産業基盤を有する
地域であり、アジアを目指した拠点性を持った地域である。  
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 九州経済産業局としては、九州経済連合会や、オール九州の取組である九州
経済国際化推進機構や九州ベトナム友好協会の取組によるベトナムの関係
が強まることは、日本の産業界とベトナムとの関係強化のモデルとして、強
い関心を持っている。  

 今回の訪問団を契機に、2009 年 4 月に開設された在福岡ベトナム総領事館
ムン総領事という新たな架け橋とも連携し、九州とベトナム間において先駆
け的な取組が出てくることに期待している。 

 
（計画投資省：フック大臣） 

 ＭＯＵにより、益々、お互いの関係が発展していくことを望んでいる。 
 九州は、地理的近接性や航空機直行便などメリットを有しており、福岡、北
九州、鹿児島など大きなポテンシャルを持っている。   

 しかしながら、全ての九州との交流関係が力を発揮している訳ではない。ベ
トナムを最もよく知って貰う必要がある。  

 日本からの投資はトップシェアであり、日系の工業団地（バックニン・タン
ロン等）も出来ている。国内にはビッグプロジェクト：新幹線・原子力発電
所２号機以降等が進んでいる。日本との関係が増えていくと考えている。 

 
（質疑応答） 

Ｑ１．ベトナムで農業を営んでいるが、農地が急速に工業団地等に転換されて 
いる。畑地の確保が難しくなっている。どこか紹介して貰いたい。 

  Ａ１．農地の工業用地等への転用については、国の発展段階において、非常に 
悩ましい問題である。しかしながら、近々、今後５年間の農地と工業用 
地の振分けについて明らかな数字を公表する予定である。 
例えば、ホン川周辺、メコンデルタ等優良な農地を確保する計画もある。 

 
  Ｑ２．ベトナムとして九州から誘致したい業種、企業体があるか。 

また、ベトナムからも九州に進出してきて貰いたい。九州経済連合会は 
全面的に支援する。 

  Ａ２．ベトナムとしてモデルを想定していることはない。どの様な業種でも、 
企業でも、国内外の区別無く同一条件で投資できることになっている。 
ベトナムから海外への進出についても国として奨励しているところ。 
具体的事例が出ることを期待している。 

 
  Ｑ３．クエン酸製造の原料として商社経由でベトナムからキャッサバを輸入し 

ている。現地生産について検討しているところ。キャッサバの産出量・ 
輸出量、生産形状等についてデータの提供を願いたい。 

  Ａ３．キャッサバの生産面積が多いのは認識している。乾燥粉末で取引きされ 
ている。詳細データは後日回答したい。 
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【九州ベトナム訪問団 松尾新吾団長ほか】 

 

【ベトナム計画投資省 フック大臣（左から３人目）】 

 

【フック大臣との記念撮影】 
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計画投資大臣 

ヴォー・ホン・フック閣下 略歴 

（H.E．Mr. Vo Hong PHUC） 

Minister, Ministry of Planning and Investment 

 

 

 

 

 

 

 

１．生年月日 ： １９４５年１０月１９日 

２．出生地   ： ハティン省 

３．民族     ： キン族 

４．学歴    ： 大学卒  

５．専門    ： 経済工学 

６．ベトナム共産党入党日 ： １９７６年１２月７日 

７．現職   ： 計画投資大臣、ベトナム共産党中央委員会委員 

 ＊仮訳のため、所属等一部記載に不確実なものが含まれています。 

 

  計画投資省（Ministry of Planning and Investment） 

計画投資省は以下を含む投資計画の領域にかかる国家マネジメントの 

役割を担う政府機関 

 

① 地方レベルの社会経済発展に係る戦略、プログラムと計画 

② 国家経済または特定のセクターのための経営メカニズムと方針 

③ 国内・国外の投資、産業、輸出加工地域 

④ 政府開発援助（ＯＤＡ）源、国家ワイドの調達規制、企業、ビジネス登録 

にかかるマネジメント 

以上にかかる包括的なアドバイスの提供 

 

同省は、法律のもとで省の裁量に属する分野において提供される公益事業 

について、国家管理を行う役割も委ねられている。 
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Ⅲ-3《視察》ＡＩＣ社（Advanced International Company） 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 22 日（水）14:00-15:30  
○ 場 所：ハノイ市内 AIC 本社 
○ 出席者：グエン･ティ･タイン･ニャン社長 他 

訪問団 北九州ベトナム協会訪問団 木瀬照雄団長 他 
 

〔概要〕 
北九州ベトナム協会（木瀬照雄会長）主催により、AIC社への企業視察を実施 

 
 1999 年に国営企業として人材ビジネス業を開始。 
 2005 年に株式会社化。 
 日本では 4箇所（東京、広島、大阪、名古屋）に計 4名の社員が駐在。各地
の協同組合にて現在約 1,500 名が技能実習中。 

 現在は、貿易、投資、製造加工、電力、資源開発、教育、観光、留学支援、
不動産、工業団地インフラ整備など、様々な分野に事業を展開。 

 貿易では日本から医療機器の輸入実績がある。環境ビジネスとしては、病院
や工業団地の廃水処理施設や焼却炉を手がける。火力、原子力発電所の建設
にも関わっている。 

 企業のベトナム進出にあたってのコンサルティングをはじめ、発生する問題
に対してワンストップで解決できる総合力が最大の強み。 
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ＡＩＣ株式会社 概要 

 
１ 正式名称：Advanced International Company 

   
２ 本  社  ：ハノイ市 

No.69 Tue Tinh Str., Nguyen Du Ward, Hai Ba Trung Dist.  
Tel: (+84)-43-978-5023 Ext: 639  Fax: (+84)-43-719-4499 
 

３ 拠  点 ：ベトナム国内支店：19ヶ所 
海外事務所   ：17カ国（東京に事務所あり） 

東京事務所 

〒100-6219  東京都千代田区丸の内 1-11-1 

パシフィックセンチュリープレイス丸の内(PCP) 19階 

Tel: 03-5219-2228  Fax: 03-5219-3394 

 
４ 代表者 ：取締役会会長 兼 代表取締役社長 
       グエン・ティ・タイン・ニャン 氏 

(Ms.Nguy n Th  Thanh Nhàn) 
 

５ 沿 革 
1999年 ベトナム交通運輸省直属の国営企業として 

人材ビジネス業を開始 
2005年 株式会社化 

 
  ６ 事業分野 

ｏ海外への人材派遣、ベトナムに投資をしている外国企業への人材斡旋業 
・世界 20カ国のネットワーク 

・一般労働者から高度技術者、医師まで、年間約２万人を派遣 

 
ｏ上記に加え、貿易、投資、製造加工、電力、資源開発、教育、観光、留学
支援、不動産、工業団地インフラ整備など、さまざまな分野で事業を展開 

ｏ企業のベトナム進出にあたってのコンサルティングをはじめ、発生する問
題に対してワンストップで解決できる総合力が最大の強み 

 
７ ホームページ：  http://aicvn.com/ 
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Ⅲ-4 《九州ベトナム経済交流セミナー》 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 22 日（木） 17:00-18:30  
○ 場 所：ハノイ デウーホテル（HANOI DAEWOO HOTEL）「１階ボールルーム」 
○ 主 催：九州経済国際化推進機構、ベトナム計画投資省 
○ 参加者：約９０名 

ベトナム政府計画投資省 ダン・フイ・ドン 副大臣 他 
在福岡ベトナム総領事館 ヴー・フィ・ムン 総領事 
ベトナム日本商工会 阿部信弥会長（パナソニックベトナム社長） 
訪問団 松尾新吾団長、矢頭美世子団長、木瀬照雄団長 
    橘高公久九州経済産業局長 他 

〔概要〕 
ベトナム計画投資省よりドン副大臣の参加を得て開催。ベトナム日本商工会

の会長・副会長をはじめ、現地に進出した日系企業も参加し、投資環境につい
ての詳細な情報提供を行った。 
ドン副大臣より、日本からの投資に対する期待について発言があり、市川氏

からはベトナムの投資先としての魅力や進出にあたっての具体的な手続き等に
ついての説明があった。 
 

＜次第＞ 
主催者代表挨拶 九州経済国際化推進機構会長 松尾 新吾 
来賓挨拶 ベトナム計画投資省  副大臣  Dang Huy Dong氏  
挨拶   九州経済産業局長 橘髙 公久 
講演①「ベトナムへの日本の投資状況と課題」 

講師 ベトナム計画投資省前海外投資アドバイザー 市川 匡四郎氏 
講演②「ベトナム進出事例」  

講師 TOTO株式会社 代表取締役会長 木瀬 照雄氏  
TOTO VIETNAM CO., LTD 社長 竹島 孝治氏 

 
※質疑応答は時間の都合により割愛 
 

 
 
 
 

 

【セミナー会場の様子】 
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〔松尾会長挨拶骨子〕 
 

 2009 年 2月、九州経済国際化推進機構とベトナム政府計画投資省との間で、
経済交流に関する覚書（ＭＯＵ）を締結。ＭＯＵに基づき、今回、九州ベト
ナム訪問団を派遣するとともに、本日、九州・ベトナム経済交流セミナーを
開催。 

 日本は、原子力発電所新設計画や南北高速鉄道計画への新幹線導入など、ベ
トナムにおける大型インフラプロジェクトへの参画を、官民あげて目指して
いる。 

 九州では、2008 年 2 月に福岡県がハノイ市と友好協定調印。翌 2009 年 4 月
には東京の大使館、大阪の領事館に次ぐ、我が国３番目のベトナム公館とな
る在福岡ベトナム総領事館が開設し、開所式にノン・ドゥック・マイン書記
長閣下がご臨席。同年には北九州市とハイフォン市の交流提携調印、北九州
ベトナム協会の設立、福岡－ハノイ直行便の就航など、九州とベトナムとの
交流は、ここ２～３年で急速に拡大。 

 九州からは食料品、機械、卸売・小売など、20 件以上の企業が進出。九州
電力が、2001 年よりフーミー３発電プロジェクト（天然ガス火力）に参画、
概ね順調に運営 

 本日の九州ベトナム経済交流セミナーが、九州とベトナムの経済交流促進の
一助となることを希望。 

 
 

    
 

【セミナーで挨拶する松尾新吾団長】 
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〔橘高局長挨拶骨子〕 

 ベトナムとの経済関係を考える上で、近年、３つの重要な協定が締結・発効。
一つは、日越投資協定（2004 年 12 月発効）であり、投資の自由化の要素を
多く含んだレベルの高い内容となっている。２番目が日・ASEAN 経済連携協
定（2008 年 12 月発効）であり、３番目が日・越経済連携協定（2009 年 10
月発効）である。 

 ベトナムにおける投資環境の整備については、日越共同イニシアティブとし
て、フック計画投資大臣とも協力しつつ、投資環境整備や日系企業の直面す
る課題解決等に努めてきているところ。 

 これらの協定により、日越間には最も有利なビジネス環境が構築されている
といっても過言ではない。 

 今後の世界経済の成長は、アジア等新興国が担うと言われる通り、アジアの
活力を取り入れ、アジアと共に成長・発展していくことが我が国経済、そし
て、九州経済にとっても極めて重要になってきている。 

 今回のミッションで、九州を代表する多くの経済界の方々の参加を得たこと
も、ベトナムへの関心の高さの表れと思う。是非、このようなベトナムとの
経済交流の機運を更に盛り上げて、九州とベトナムとの実りある経済交流を
発展させていきたい。 
 

   
 

【九州経済産業局 橘髙公久局長】 
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〔ドン副大臣挨拶骨子〕 
 このセミナーはベトナムにおける投資環境とチャンスを紹介するとともに、
既に良好であるベトナムと九州の経済・貿易関係をさらに促進するための方
策を話し合う良い機会。 

 ベトナムは開放政策、国際化を推進して 20 年、大きな成果を納めた。2009
年には世界経済恐慌にも関わらず、GDP 成長 5,32%という結果を残し、2010
年は 6.5～7%と予想している。これはアジア、世界と比べると相対的に高い
成長率である。 

 国際化におけるベトナムの一貫した政策により、ベトナムは国際市場で確固
たる地位を築いた。ベトナムは現在、 ASEAN、 ASEM, APEC, WTO などのメ
ンバーになっており、2010 年は ASEAN 議長国としての役割を担っている。 

 政治的な安定、良好な経済成長に加え、国際的な誓約を厳粛に実行している
ことで、ベトナムは世界から長期的な経済発展が見込まれる魅力的な投資先
であるとの評価を得ている。 

 これまでの対ベトナム FDI の中でも、ベトナム政府は常に日本の直接投資
を高く評価している。 

 ベトナムは 2011～2020 年の社会経済発展戦略と、2011～2015 年の５カ年計
画を策定中。これらに基づきベトナムは急速で着実な経済成長と国家の発展
に注力し、工業化・近代化を推し進める。食糧難をなくし貧困を減らすこと
と並行して国民生活を改善し、雇用を創出し、社会治安を保証する。 

 外国投資を奨励するのと並行して、テクノロジーのイノベーション、経済効
果の向上、製造・建設・電気・電子テクノロジー・裾野産業・バイオテクノ
ロジーなどの最重要分野を発展させる条件づくりをすすめ、2020 年を視野
に入れた工業国づくりに着手する。 

 ベトナムと日本の友好・協力関係はますます好転している。両国政府は「戦
略的協力パートナー」関係になることに合意している。これらを背景に、こ
れまで対ベトナム投資では見られなかったチャンスを生み出し、両国の投資
とビジネスの協力関係をさらに促進する。 

 皆様が力をあわせてこのチャンスを現実のものとし、将来、ベトナムと日本
両国間の戦略的パートナーシップの構築に寄与されることを希望している。 

 

【ベトナム計画投資省 ドン副大臣】 
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       【市川氏講演内容：別添資料参照】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

ベトナム計画投資省 
前海外投資アドバイザー 
市川匡四郎 氏 

ＴＯＴＯ㈱ 
木瀬照雄会長 

ＴＯＴＯベトナム  
竹島孝治社長 
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Ⅲ-5《視察》ベトナム貿易振興庁（VIETRADE） 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 23 日（金） 10:00-11:00  
○ 場 所：ハノイ市内 VIETRADE 庁舎 
○ 出席者：ベトナム貿易振興庁 ド・シャン・ハ副長官、 

JICA シニアボランティア・小山文夫氏 他 
訪問団 北九州ベトナム協会訪問団 橋本嘉一副団長 他 
 

〔概要〕 
北九州ベトナム協会（木瀬照雄会長）主催により、ベトナム貿易振興庁との

意見交換を実施。 
 

 VIETRADE は、ベトナム商工省に属する政府機関。 
 ベトナムにおける貿易発展及び貿易に関する投資促進のために幅広いサー
ビスを提供。 

 国外企業に対しては、情報提供、商談会・展示会の開催、コンサルティング
サービス、技術協力などを通じて、ベトナムにおけるビジネス展開を支援。 

 ベトナム企業と海外企業のビジネス機会の創出支援等も行っている。 
 先方より九州とのビジネスについてはＶＩＥＴＲＡＤＥが全面的に協力す
る旨、説明があった。  

 貿易、投資等に関する相談は、小山氏が勤務する貿易促進センター（VIETRADE
内組織）にて受け付ける。 

 
 

 

【ハ副長官（左）と橋本嘉一副団長（北九州市副市長）】 
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ベトナム貿易振興庁（VIETRADE）概要 

 

Vietrade（Vietnam Trade Promotion Agency: ベトナム貿易振興庁） は商工省に属する政

府機関。ベトナムにおける産業の拡大発展を目指して、貿易発展及び貿易に関する投資促

進のために幅広いサービスを提供している。 

 

１ 使命と役割 

・ 企業ビジネスの支援  

・ 貿易発展と環境保護の両立  

・ ベトナム資源の総合活用  

 

２ 主要活動  

（１） 一  般 

・ ベトナム政府に対する貿易促進活動推進のための施策提案  

・ 貿易促進機関及び企業に対する幅広い貿易情報の提供  

・ 国内貿易促進政策立案のための市場研究、市場分析  

・ ベトナム企業と海外企業のビジネス機会の創出支援 

 → 海外へのビジネスミッションの派遣、海外からの受け入れ、国内外企業間のビ

ジネスミーテイング、セミナー、会議などのアレンジ）  

・ 関連機関との協力による展示会の開催、商業広告活動、販売促進活動の運営管理  

・ 国家ブランド促進計画の統括、ベトナム企業のブランド確立、促進、保護の支援  

・ ベトナム企業及び貿易支援機関に対する貿易促進、海外マーケテイングに関するト

レーニングの実施  

・ 貿易促進を目的としたテレビプログラムの企画運営  

・ 貿易促進に関する国内外機関との協力   

・ 国内各地方貿易機関、及びベトナム貿易促進機関の支援  

 

（２） 対国外企業 

・ ベトナムにおけるビジネス情報の提供  

・ ベトナムにおける商談会、展示会の企画及び参加への支援  

・ ベトナムでのビジネスに関するコンサルティングサービス及び技術協力の提供  

・ ベトナムにおけるビジネス展開支援 

 

３ その他 

  住所： 20 Ly Thuong Kiet, Hanoi 

   URL： http://www.vietrade.gov.vn/ 
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Ⅲ-6《表敬訪問》ベトナム政府 外務省 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 23 日（金） 

 14:00-14:30  
○ 場 所：ベトナム政府外務省 
○ 出席者：ベトナム政府外務省    ブイ・タイン・ソン 副大臣 他 

在福岡ベトナム総領事館  ヴー・フィ・ムン 総領事 
訪問団          矢頭美世子団長、松尾新吾団長 他 

（計１９名） 
 

〔概要〕 
九州ベトナム友好協会（矢頭美世子会長）主催による、ベトナム政府外務省の
表敬訪問（同協会より、グエン・ミン・チェット国家主席の福岡公式訪問に関
する要望書を提出） 

 
（九州側からの発言） 

 アセアン外相会議（7/20～23、於ハノイ）開催中という多忙な中、訪問団の
表敬を受け入れて頂き、心よりお礼を申し上げる。 

 昨年４月、福岡にベトナム総領事館を開設して頂き、大変感謝している。初
代総領事であるヴー・フィ・ムン氏は、普段より九州とベトナムとの交流に
大きく貢献されており、今回の九州ベトナム訪問団派遣及び貴省の訪問にあ
たっても、多大なるご協力を頂いた。 

 九州は、エネルギー、造船、環境などの分野で強みを持っており、ベトナム
への協力は十分に可能であると考えている。 

 ベトナムは活気に満ちた国だが、南北間の交通など社会インフラはまだ十分
でない。今後も官民挙げてベトナムと仕事をしていきたいのでよろしくお願
いする。 

 
（ベトナム側からの発言） 

 ファム・ザー・キエム副首相兼外務大臣は、今回の訪問団を直接迎えること
ができず、大変残念がっていた。 

 九州は地理的にベトナムに最も近く、日本で 3番目のベトナム政府公館であ
る総領事館を福岡に開設する等、大変注目している。 

 グエン・ミン・チェット国家主席の福岡訪問については、前向きに検討した
い。（副大臣より、本年 11 月横浜で開催される APEC に合わせての訪問可
能性について言及あり。） 

 ベトナムは、裾野産業やインフラ整備面での課題があり、九州が得意とする
産業分野（エネルギー、造船、環境）で、協力を得たい。 

 TOTO のベトナムへの投資は承知しており、ベトナム人を大切にしてくれる
企業をつくり上げてくれたことに感謝している。 

 皆様がこの訪問の成果を上げられ、両地域の交流が一層発展することを期待
する。 
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ベトナム政府外務省への要望書 
 
 
 

ベトナム社会主義共和国国家主席 
H.E. MR. NGUYEN MINH TRIETの福岡公式訪問に関する要望 

 
 

 貴下におかれましては、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 ベトナム社会主義共和国と九州の関係は、2008年 2月、貴国ハノイ市と福岡県の
友好提携締結及び 2009 年 4 月、ベトナム社会主義共和国共産党中央執行委員会ノ
ン・ドゥック・マイン書記長閣下の福岡公式訪問以来、飛躍的に両地域の交流関係
が加速してまいりました。特に、2009年 4月の在福岡ベトナム社会主義共和国総領
事館の開設及び 2009 年ベトナム航空福岡・ハノイ線の開設は、貴国と九州との産
学官交流の推進に大きく貢献してまいりました。貴国の並々ならぬご尽力に対し、
心から敬意を表します。 

 
 さて、貴国におかれましては、近年めざましい経済成長を遂げられ、九州からも
多くの企業が貴国に進出いたしております。また、2009年 10月、福岡県において
ハノイ・ベトナムフェアの開催及び本年 8 月には、ハノイ市内において福岡・ジャ
パンフェアの開催が予定されるなど貴国と九州、日本との交流関係は更に深まって
おり、これからの持続的な発展が期待されます。 

 
 つきましては、これからの両地域のさらなる交流関係発展のために、貴国グエン・
ミン・チェット国家主席の福岡公式訪問について、特段のご配慮を賜りますようお
願い申し上げます。 

 
九州ベトナム友好協会  会長 矢頭 美世子 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 

ブイ・タイン・ソン 副大臣 
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【ソン副大臣との会見】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【ソン副大臣との記念撮影】 
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Ⅲ-7《表敬訪問》ハノイ市人民委員会 

 
 
○ 日 時：2010 年 7 月 23 日（金） 
15:30-16:00  

○ 場 所：ハノイ市人民委員会 応接室 
○ 出席者：ハノイ市人民委員会 

    グエン・フィ・ツオン 副主席（副市長） 他 
在福岡ベトナム総領事館 
 ヴー・フィ・ムン 総領事 
訪問団 
 矢頭美世子団長、松尾新吾団長 他（計１９名） 
 

〔概要〕 
九州ベトナム友好協会（矢頭美世子会長）主催による、ハノイ市人民委員会の
表敬訪問（同協会より、持続的な交流イベント開催に関する要望書を提出） 

 
 
（九州側からの発言） 

 ハノイ市建都千年記念イベント（2010年 10月）の準備等で多忙な中、訪問
団の表敬を受け入れて頂き、心よりお礼を申し上げる。 

 2010 年 8 月ハノイにおいて、当協会が協賛する福岡県、ハノイ市、在ベト
ナム日本国大使館主催の「福岡＝ジャパンフェア」が開催されるが、今後九
州とハノイ市双方で、持続的な交流イベントを開催することについて検討し
てほしい。 

 九州は、インフラ、造船、エネルギーなどの産業分野で強みを持っている。
また、北九州市は環境モデル都市であり、ベトナムでの環境問題解決にも積
極的に貢献したい。 

 
（ベトナム側からの発言） 

 ハノイ市は、2008 年 2 月に福岡県との間で友好提携を締結している。また、
福岡市については、総領事館が設置されていることに加え、ハノイとの間で
ベトナム航空による週２便の直行便もある。九州とは、今後とも積極的に交
流していきたいと考えている。 

 ハノイ市と九州との交流イベント開催については、前向きに検討したい。 
 ベトナムは、裾野産業やインフラ整備面での課題があり、九州が得意とする
産業分野（エネルギー、造船、環境）で、協力を得たい。 

 公共交通機関の整備に関する将来計画については、現状まだ不十分だが、５
ルート環状線の整備等に注力する方針である。 
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ハノイ市人民委員会への要望書 
 
 
 

持続的な交流イベント開催に関する要望 

 
 

 貴下におかれましては、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 
 ベトナム社会主義共和国と九州の関係は、2008年 2月、貴国ハノイ市と福岡県の
友好提携締結以来、飛躍的に両地域の交流関係が加速してまいりました。特に、2009
年 4 月、ベトナム社会主義共和国共産党中央執行委員会ノン・ドゥック・マイン書
記長閣下の福岡公式訪問、2009年 4月の在福岡ベトナム社会主義共和国総領事館の
開設及び 2009 年ベトナム航空福岡・ハノイ線の開設は、貴国と九州との産学官交
流の推進に大きく貢献してまいりました。貴市の並々ならぬご尽力に対し、心から
敬意を表します。 

 
 さて、貴市におかれましては、ハノイ市建都 1000 年を迎えられ、九州からも多
くの観光客が貴市を訪問いたしております。また、2009年 10月、福岡県において
ハノイ・ベトナムフェアの開催及び本年 8 月には、ハノイ市内において福岡・ジャ
パンフェアの開催が予定されるなど貴市と福岡県、九州の交流関係は更に深まって
おり、これからの持続的な発展が期待されます。 

 
 つきましては、これからの両地域のさらなる交流関係発展のために、持続的な交
流のイベント開催について、特段のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

 
 
九州ベトナム友好協会 会長 矢頭 美世子 
 

 

【グエン・フィ・ツオン 副主席との会見】 
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【ツオン副主席との記念撮影】 

 
【ツオン副主席より記念品を受け取る矢頭美世子団長】 
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Ⅲ-8《視察》サンレッドリバー社（やずやオフィスビル） 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 23 日（金） 13:30-14:15、16:30-17:15  
○ 場 所：サンレッドリバー（ハノイ市内） 
○ 対応者：サンレッドリバー社 能塚洋一社長 （２班に分かれて視察） 

 
〔概要〕 

 外国企業向けオフィス、外国人向けサービスアパートメントの複合ビル 
 1999 年に「はせがわ」が事業を立ち上げ、2004 年「やずや（やず企画）」に
事業譲渡（能塚社長は、はせがわ時代から事業を担当） 

 2010 年 6 月、入居即業務が可能なビジネスセンター（短期賃貸オフィス）
を開設 
短期契約可（1ヶ月～）、２～５名用各ルームタイプ、電話・インターネット使用可 

 

【ビジネスセンター レイアウト】 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サービスアパートメント室内】 
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（2010 年 6 月現在） 

サンレッドリバー（やずやオフィスビル）概要 

１ 企業名  サンレッドリバー (SRR: Sun Red River Company Ltd.) 

投資許可：1252/ GP ( 1995年5月26日発行) 、事業開始：1999年4月     
総投資額：41百万 米ドル、法定資本金：9百万米ドル 

２ 住 所  ﾊﾉｲ市ﾌｧﾝﾁｭｰﾁﾝ通23番地  

23 Phan Chu Trinh Str., Hoan Kiem Dist., Hanoi 

〔TEL〕+84-4-3933-0526  〔FAX〕+84-4-3933-0533 

３ 代表者  能塚洋一社長（General Director） 

４ ビルの概要 
(1) 名称：サンレッドリバービルディング（賃貸事務所、住居、店舗の複合ビル） 

  (2) 構造・規模：鉄筋コンクリート構造、地上15 階建 
（1996年12 月着工、1999年3月竣工） 

 
(3) 入居・契約： 
【オフィス・商業】 

入居・契約率 91％ 

月額賃料（平均） US$40 ／㎡（管・税込） ＊坪約1万2千円 

主な入居テナント
（敬称略） 

 
計40社 

三井物産、 モトローラ、プリボア（仏系生保）、日立グ
ループ、トヨタ通商、フォード、アジア開発銀行、双日、
ホンダトレード、富士ゼロックス、商船三井、川崎汽船、
NEC、大林組、ベトコン銀行、香港上海銀行、日本経済新
聞、東京日動火災、J パワー、シェル石油、IHI、その他

【アパート】 

入居・契約率 93％ 

月額賃料（平均）
USD＄2.800（約25万円）～USD$4,500 （約40万円） 
＊1~3LDK、光熱費、清掃費、リネン交換等も含む 

主な入居テナント
（敬称略） 

日本大使館、JICA、丸紅、住友商事、三井物産、トヨタ、
双日、HOYAグラス、共同通信、みずほ銀行、島津製作所、
太平洋セメント、その他 

 

土地面積 3,720 ㎡ 

賃貸面積 25,746.24 ㎡(事務所、住居-46 戸、店舗) 

共用面積 6,105.48 ㎡ 

延床面積 31,851.72 ㎡ 

その他 
設計－株式会社エスパッド(ESPAD)/ 環境建築研究所 
施工－清水建設株式会社 
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Ⅲ-9《表敬訪問》在ベトナム日本国大使館 

 
○ 日 時：2010 年 7 月 23 日（金） 19:30-21:00  
○ 場 所：大使公邸 
○ 出席者：坂場 三男 在ベトナム日本国大使館 特命全権大使 

訪問団 松尾新吾団長、矢頭美世子団長、木瀬照雄団長 他 
（６５名全員） 

〔概要〕 
坂場三男駐ベトナム特命全権大使主催のレセプションが大使公邸で開催され、

九州ベトナム訪問団、北九州ベトナム協会訪問団の団員、総勢65名が大使よりお
招きを受けた。 
ハノイでアセアン外相会議が開催され、岡田克也外務大臣がベトナム訪問中と

いう多忙なスケジュールの中、表敬訪問をご快諾頂いた坂場大使からは、「日本の
若い世代が、自らの目でベトナムを見て、知ってほしい」との思いから、九州内
の高校によるベトナムへの修学旅行の実施について積極的に検討して欲しい、と
のご発言があった。 

 
 

在ベトナム日本国大使館ＨＰ 
「 大使のよもやま話（第56回）」（2010年8月1日）より 

 
九州から65人の来客 

7月23日、九州から65人のお客様を大使公邸に迎え、盛大な夕食会を開催しまし
た。一行は「九州ベトナム訪問団」で、九州経済国際化推進機構（松尾新吾会長）、
九州ベトナム友好協会（矢頭美世子会長）及び北九州ベトナム協会（木瀬照雄会
長）という３つの団体の混成チームです。九州の経済界は、昨年春にベトナムの
総領事館が福岡に開設されたことを契機に、ベトナムとの友好事業に一段と活発
に取り組んでくれています。私自身も今年２月に福岡を訪問し、ベトナム事情に
ついて講演したことがあり、今回ハノイを訪問されたメンバーの多くの方と面識
がありました。 
夕食会の冒頭で挨拶してくれた松尾会長（九州経済連合会会長）は、ベトナム

の印象について、「女が働き男がブラブラしているのは食べるに困らない豊かさ
があるから」とか「街に落書きが見られないのは若者が前向きに生きているため」
とかユニークな感想を語ってくれました。私からは、最近発表されたベトナムの
人口統計で65歳以上の人口が6.4％しかなく、日本の22.1％という割合と好対照を
成していることに触れ、ベトナムが若者中心の国であることを示す半面、ベトナ
ム戦争の「傷跡」（65歳と言えばベトナム戦争終結時に30歳であり、この世代の
多くが戦死している）も感じとるべきだと申し上げました。 
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在ベトナム社会主義共和国日本国大使館 

特命全権大使 坂場
さかば

 三男
みつお

 閣下 略歴 

 

 

 

 

 

１ 生年月日  昭和２４年７月１７日 
２ 出身地   茨城県 
３ 学歴・職歴 

昭和４７． ８ 外務公務員採用上級試験合格 
４８． ３ 横浜市立大学文理学部文科卒業 

４ 外務省入省 
平成 元  ９ 中南米局中南米第二課長 

４． １ 経済協力局技術協力課長 
６． ２ 経済協力開発機構日本政府代表部 参事官 
８． ６ 在エジプト日本国大使館  
９． １ 在エジプト日本国大使館 公使 

１０． ８ 中南米局参事官 
１２． ８ 中南米局審議官 
１３． １ 大臣官房審議官（総括担当） 
１４． ８ 在シカゴ日本国総領事館 総領事 
１６． ４ 中南米局長 
１８． ８ 外務報道官 
２０． １ 駐ベトナム特命全権大使 
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【大使公邸内の様子】 

 

【坂場三男大使】 

 

【松尾新吾団長】 
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帰国後、参加者に対してアンケートを実施。その概要は以下のとおり。

①対象：団長、事務局等を除く団員33名　　　　②回答数：20　　　　③回答率：61％

問１．参加目的についてお答えください（複数回答可）

①ビジネスチャンス・交流パートナー発掘 6

②ベトナムの人脈作り（政府関係者を含む） 2

③特定の目的を持った情報収集 4

④一般的な情報収集（見聞を広げるため） 15

⑤その他（差し支えない範囲で記入願います） 4

（主なコメント）

○現地の状況を生の目で確認するため。

○最近の現地情勢、進出企業の状況等の調査を行うと同時に、現地雇用状況等について、

　 最新の知識を取得するため。

○ベトナムの治安、インフラ状況、労働力等の情報を得るため。

○海外製造拠点になりうるか概略を知るため。また、今後の環境対策についての考え方を

　　ヒアリングするため。

○団員との交流に期待。

○経済交流セミナー受講等によりベトナムに対する理解を深めるため。

問２．参加目的の達成状況はどのようにお考えでしょうか。

①達成した 4

②どちらかと言えば達成できた 15

③不達成 1

（主なコメント）

○今後の活動のための足がかりとなった。

○異文化を知る機会となり、外から九州を見直す事ができた。

○「百聞一見」の観点から見聞を広げることができた。

○団員との交流を深められた。

○大使に親しくお会い出来た事がありがたかった。

○ベトナム経済交流セミナーなど参考になった。

○概略は分かったが、今回だけでは製造拠点になりうるか結論を出すまでには至らなかった。

○ホーチミンでの視察、情報収集が直接的に出来なかった事は残念。

Ⅲ-10　九州ベトナム訪問団　参加者アンケート（集計結果）

-31-



①あった 19

②なかった 2

（主なコメント）

○ベトナムの発展状況を体感、認識できた。

○ベトナムの社会、経済及び交流ルートを認識することができた。

○知り合いになれた方々との交流が、今後のビジネスに活かせると思う。

○現地の雇用状況、給与レベルにつき、現地日系企業から生の声を聞かせてもらえた。

○経済交流セミナーではベトナムの現状と課題、インフラ整備の必要性等を理解できた。

○賃貸事務所・マンションのサンレッドリバーを知ることができ、ハノイに進出した場合の

　 拠点づくりに問題がないことが分かった。

○前外国投資庁アドバイザー（ＪＩＣＡ専門家）から貴重な意見等をいただいた。

○経営に結びつく有力な情報はなかった。

①外国政府機関や経済団体との交流パイプを活用した交流 11

②海外企業等との商談会の開催 5

③海外へのビジネスミッションの派遣、受入れ 5

④海外情報（知財、制度、投資環境等）に係るセミナー、シンポジウム等の開催 9

⑤海外との交流に係る調査・分析（九州企業との交流可能性調査等） 8

⑥人材交流の促進（技術研修生の受入れ、インターンシップ等の留学生支援） 5

⑦技術交流の促進（国際共同研究の推進等） 3

⑧その他 1

（主なコメント）

○海外ビジネスに関する情報、商談会の開催、交流パイプを活用した人脈づくりなど、

　  ビジネスチャンスを提供していただきたい。

○総論ではなく各論の段階に入りたい。

○交流をもっと具体論として落とし込み、実行することが今後必要。

○政府機関幹部や党幹部との人脈は中国やベトナムでは進出企業にとり、一種の保険

   （困ったとき、トップダウンでの解決を期待）と了解する。

○技術指導、支援の中でビジネスチャンスが生まれるのではないかと思う。

問３．今回の参加により、今後の活動展開に繋がる成果はありましたでしょうか？
       また、どういった点がそうであったかを差し支えない範囲でご教示ください。

問４．九州経済産業局や九州経済連合会が行う国際交流事業について、どのような取り組み
       を期待されますか。（複数回答可）
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億
ド
ル

南
部

B
in

h
D

u
o

n
g

1
0 月

ガ
リ
レ
オ
投
資
会
社

不
動
産
（
新
都
市
開
発
）

米
国

16
.8
億
ド
ル

中
部

P
h

u
Y

e
n

5月
中
国
製
鉄
・

住
友
金
属

製
鉄
（
薄
板
）

台
湾
・
日
本

11
.5
億
ド
ル

南
部

V
ar

ia
-V

u
n

g
 

Ta
u

１
月

C
h

ar
m
＆

C
i

C
o

.,l
td

不
動
産
（
新
都
市
開
発
）

韓
国

6.
0億
ド
ル

南
部

V
a

ri
a-

V
u

n
g

 T
a

u

１
月

G
ol

d
M

ar
k 

In
te

rn
at

io
n

al
不
動
産
（
エ
コ
観
光
開
発
）

香
港

5.
0億
ド
ル

南
部

V
a

ri
a-

V
u

n
g

 T
a

u

１
月

L
u

k
s

 R
e

a
lt

y
In

ve
s

tm
e

n
ts

不
動
産
（
新
都
市
開
発
）

英
領
バ
ー
ジ
ン

諸
島

2.
9億
ド
ル

南
部

H
C

M
C

11

ベ
ト

ナ
ム

投
資

（セ
ク

タ
ー

別
新

規
案

件
・
日

本
）の

状
況

（
２

０
０

８
年

通
年

／
２

０
０

９
年

９
月

）

製
造

業
の

落
ち

込
み

が
顕

著
。

分
野

件
数

（
対

２
０

０
８

年
）

投
資

額
（
対

２
０

０
８

年
比

）

２
０

０
９

年
２

０
０

８
年

増
減

２
０

０
９

年
２

０
０

８
年

増
減

製
造

業
・
建

設
業

１
４

６
９

△
５

５
９

８
６

，
８

２
０

△
６

，
７

２
２

（
△

９
８

%
）

農
業

・
水

産
業

０
２

△
２

０
７

△
７

サ
ー

ビ
ス

業
５

２
６

４
△

１
２

３
９

７
０

８
△

６
６

９
（
△

９
４

%
）

（
内

不
動

産
含

む
観

光
開

発
）

（
６

）
（
４

）
（
２

）
（
１

）
（
６

０
８

）
（
△

６
０

７
）

（
△

９
９

%
）

総
計

６
６

１
３

５
△

６
９

１
３

７
７

，
５

３
５

△
７

，
５

２
２

（
△

９
９

%
）

12

ベ
ト

ナ
ム

投
資

（
日

本
）
の

現
状

（
２

０
０

９
年

）
２

０
０

９
年

日
本

か
ら

の
主

な
投

資
案

件

オ
リ

エ
ン

タ
ル

バ
イ

オ
燃

料
社

（
伊

藤
忠

商
事

）
合

弁
７

，
７

０
０

万
ド

ル
エ

タ
ノ

ー
ル

製
造

資
生

堂
ベ

ト
ナ

ム
１

０
０

％
１

，
２

７
５

万
ド

ル
化

粧
品

製
造

東
芝

サ
ー

ビ
ス

会
社

１
０

０
％

１
，

３
０

０
万

ド
ル

販
売

・
サ

ー
ビ

ス
日

本
電

産
ト

ー
ソ

ク
ア

キ
バ

１
０

０
％

７
０

０
万

ド
ル

自
動

車
部

品
製

造
シ

ャ
ー

プ
ベ

ト
ナ

ム
１

０
０

％
６

０
０

万
ド

ル
輸

入
・
販

売
中

電
レ

ア
ア

ー
ス

合
弁

６
０

０
万

ド
ル

希
少

金
属

加
工

オ
ム

ロ
ン

電
子

１
０

０
％

１
０

０
万

ド
ル

輸
入

・
販

売
久

米
デ

ザ
イ

ン
ア

ジ
ア

１
０

０
％

４
０

万
ド

ル
建

築
設

計
東

京
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

Ｖ
Ｎ

１
０

０
％

２
０

万
ド

ル
部

品
輸

入
・販

売
日

本
電

産
物

流
１

０
０

％
３

３
万

ド
ル

物
流

・事
業

管
理

他
に

他
国

企
業

と
の

合
弁

事
業

及
び

他
国

法
人

か
ら

の
投

資
が

あ
る

。

中
国

製
鉄

（台
湾

）
・住

友
金

属
（
４

０
％

）
合

弁
１

，
１

４
８

百
万

ド
ル

薄
板

製
造

双
日

ベ
ト

ナ
ム

（
双

日
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
法

人
）

１
０

０
％

３
０

百
万

ド
ル

商
社

Ｂ
ｏ

ｒｔ
ｈ

ｅ
ｒＩ

ｎ
ｔｅ

ｒｎ
ａ
ｔｉ
ｏ

ｎ
ａ
ｌ（

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

法
人

）
１

０
０

％
２

百
万

ド
ル

輸
入

・販
売

-35-
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ベ
ト

ナ
ム

投
資

（
全

体
）
の

現
状

（２
０

１
０

年
）

•
２

０
１

０
年

ベ
ト

ナ
ム

へ
の

新
規

投
資

は
世

界
同

時
不

況
も

漸
く
回

復
の

兆
し

を
見

せ
、

２
０

０

９
年

同
期

比
件

数
、

投
資

額
と

も
増

加
し

て
い

る
。

米
国

(不
動

産
開

発
案

件
等

）・
そ

の
他

諸

国
の

中
で

オ
ラ

ン
ダ

（実
際

の
投

資
国

は
米

国
、

発
電

案
件

２
１

億
ド

ル
）が

目
立

っ
て

い
る

。

一
方

日
本

か
ら

の
新

規
投

資
は

件
数

が
増

加
し

、
神

戸
製

鋼
所

の
製

鉄
案

件
（
１

０
億

ド
ル

）

が
３

月
に

認
可

さ
れ

た
事

も
あ

り
大

幅
に

増
加

し
て

い
る

。

国
20

10
年

6月
20

日
現

在
20

09
年

6月
22

日
現

在
増

減

（
件

数
）

投
資

額
（
件

数
）

投
資

額
（
件

数
）

投
資

額

日
本

(4
3

)
1,

1
83

(3
5)

9
4

(8
)

1
,0

8
9

台
湾

(4
3

)
7

96
(1

7)
1,

24
9

(2
6)

△
45

3

韓
国

(1
22

)
1,

5
64

(6
8)

1,
09

6
(5

4)
46

8
中

国
(3

5
)

60
(7

)
7

(2
8)

5
3

香
港

(2
3

)
73

(1
7)

53
5

(6
)

△
46

2
米

国
(2

5
)

9
91

(1
2)

5
7

(1
3)

93
4

B
V

I
(1

2
)

20
5

(2
0)

73
8

(△
8)

△
53

3
そ

の
他

(1
35

)
3,

0
33

(1
3

0)
94

6
(5

)
2

,0
8

7

合
計

(4
38

)
7,

9
05

(3
0

6)
4,

72
2

(1
3

2)
3

,1
8

3

２
０

１
０

年
７

月
２

０
日

現
在

投
資

額
単

位
；
百

万
ド

ル
14

ベ
ト

ナ
ム

投
資

（
日

本
の

主
な

案
件

）
の

現
状

（
２

０
１

０
年

3月
ま

で
）

神
戸

製
鋼

所
１

０
０

％
10

0,
00

0万
ド

ル
製

鉄
事

業

フ
ォ

ー
ス

タ
ー

電
気

１
０

０
％

１
，

２
０

０
万

ド
ル

イ
ヤ

ホ
ー

ン
製

造
（
５

番
目

拠
点

）

ス
ミ

ダ
ベ

ト
ナ

ム
１

０
０

％
１

，
０

０
０

万
ド

ル
電

子
部

品
製

造

S
an

yo
 T

ra
d

in
g

V
N

 
１

０
０

％
４

０
０

万
ド

ル
販

売
・
サ

ー
ビ

ス

ダ
イ

カ
ン

V
N

１
０

０
％

２
０

０
万

ド
ル

広
告

塔
・
看

板
製

作

T
ra

cy
L

o
g

is
ti

cs
V

N
１

０
０

％
５

０
万

ド
ル

物
流

事
業

モ
リ

ト
V

N
 

１
０

０
％

５
０

万
ド

ル
服

飾
資

材
製

造

山
善

V
N

１
０

０
％

４
８

万
ド

ル
工

具
輸

入
・
販

売

吉
川

貿
易

V
N

１
０

０
％

３
０

万
ド

ル
輸

入
・
販

売

15

ベ
ト

ナ
ム
進

出
日

本
企
業

（
主

要
製

造
業
）
の
投

資
形

態

合
弁

事
業

内
需

型
１
０

０
％
独

資
輸

出
加

工
型

組
立
産

業
自

動
車

（
ト

ヨ
タ

・
三

菱
他
）

バ
イ

ク
（

ホ
ン
ダ

・
ヤ

マ
他
）

家
電

（
P
a
n
a
s
on
i
c・

Ｓ
ａ

ｎ
ｙ

ｏ
他

）

電
子

機
器

（
富

士
通

、

マ
ブ

チ
、
日

本
電
産

他
）

事
務

機
器

（
キ
ヤ

ノ
ン
・

ブ
ラ

ザ
ー

）

部
品
産

業
タ

イ
ヤ
（

横
浜
・

井
上
ゴ

ム
）

バ
ッ

テ
リ

ー
（
G
S
）

ラ
ン

プ
類

（
ス
タ

ン
レ
イ

）

自
動
車

用
部
品

（
Y
a
z
a
ki
 
、

デ
ン

ソ
ー
,
T
a
k
a
ko
）

電
子
機

器
(
HO
Y
A
,
M
e
i
k
o,
U
M
C
,
Ai
d
e
n他

）

航
空
機

部
品
（

三
菱

重
工

、
日
機

装
）

素
材
・

建
材

そ
の
他

石
油

精
製

業
等
上

流
分
野

へ
の
進

出

セ
メ

ン
ト

・
ガ
ラ

ス

衛
生

陶
器

（
TO
T
O
,I

NA
X
)

・
鉄

鋼
材

・
銅
電

線

医
療
機

器
（
T
E
R
U
M
O
、
日

機
装
他

）

食
品
（

A
j
i
no
m
o
t
o
,
Y
a
ku
l
t
、
エ

ー
ス

コ
ッ
ク

、
キ
リ

ン
；

内
需

)

16

日
本

企
業

に
よ

る
今

後
の

投
資

分
野

•
大

型
事

業
案

件
（
大

型
案

件
）の

更
な

る
進

出
；組

み
立

て
事

業
（事

務
機

器
・電

子
機

器
関

連
）

•
鉱

産
物

（
レ

ァ
ア

ー
ス

等
）精

錬
・
加

工
事

業
及

び
鉄

鋼
製

品
等

素
材

製
造

業
へ

の
進

出

•
裾

野
産

業
構

成
企

業
の

進
出

；
部

品
製

造
・
機

械
加

工
・金

型
製

造

•
部

品
（例

え
ば

電
子

部
品

等
）輸

入
納

入
業

務
等

組
立

事
業

支
援

業
務

•
小

売
業

（
デ

パ
ー

ト
メ

ン
ト

ス
ト

ア
、

ス
ー

パ
ー

、
コ

ン
ビ

ニ
）

課
題

；
Ｅ

Ｎ
Ｔ
（
経

済
的

必
要

性
テ

ス
ト

）

•
不

動
産

等
サ

ー
ビ

ス
事

業
へ

の
進

出
土

地
の

確
保

が
課

題
ホ

テ
ル

・
ア

パ
ー

ト
・
訓

練
学

校
・
技

術
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

・レ
ン

タ
ル

工
場

事
業

等

•
農

業
分

野
（
農

業
機

械
、

野
菜

、
お

茶
等

）

•
間

接
投

資
ベ

ト
ナ

ム
企

業
（
株

式
化

さ
れ

た
国

営
企

業
他

）
へ

の
出

資
、

証
券

市
場

へ
の

参
入

－
＞

株
式

市
場

低
迷

も
あ

り
証

券
市

場
へ

の
参

入
は

低
調

。
一

方
優

良
ベ

ト
ナ

ム
企

業
へ

の
資

本
投

資
は

件
数

は
少

な
い

が
行

な
わ

れ
て

い
る

。
例

え
ば

サ
ッ

ポ
ロ

ビ
ー

ル
、

ハ
ウ

ス
食

品

-36-
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ベ
ト

ナ
ム

へ
の

投
資

・進
出

形
態

（
１

）
直

接
投

資
（
独

資
・
合

弁
・
持

株
会

社
の

設
立

）

（
２

）
委

託
加

工
（
食

品
加

工
・
衣

類
・
雑

貨
等

に
多

い
ケ

ー
ス

）

（
３

）
支

店
・
駐

在
事

務
所

設
置

（
銀

行
・
総

合
商

社
等

に
多

い
）

（
４

）
間

接
投

資
（
既

存
企

業
の

株
式

購
入

、
証

券
取

引
、

吸
収

・
合

併
）

外
資

系
（
日

本
を

含
め

）
フ

ァ
ン

ド
会

社
の

進
出

（
５

）
B

O
T
（
建

設
・
運

営
・
譲

渡
）
、

B
T
O

（
建

設
・
譲

渡
・
運

営
）
、

Ｐ
Ｐ

Ｐ
（
官

民
連

携
）
等

（
イ

ン
フ

ラ
案

件
に

適
用

さ
れ

る
事

が
多

い
。

）

18

ベ
ト

ナ
ム

の
魅

力
及

び
問

題
点

・
課

題

・
投

資
先

と
し

て
の

魅
力

＊
安

定
し

た
政

治
体

制
、

安
全

な
社

会
＊

日
本

と
の

類
似

性
が

高
い

（
思

考
方

法
・
宗

教
等

）
＊

比
較

的
良

質
で

豊
富

な
労

働
力

、
比

較
的

低
廉

な
労

賃

・
進

出
に

当
た

っ
て

の
問

題
点

・
課

題
＊

法
体

系
は

大
分

整
備

さ
れ

て
き

た
が

、
低

い
透

明
性

・
普

遍
性

＊
煩

雑
な

手
続

（
建

築
許

可
、

環
境

評
価

等
）

＊
裾

野
産

業
が

未
発

達
で

部
品

調
達

が
難

し
い

。
裾

野
産

業
育

成
策

（
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
）
を

日
本

が
支

援
し

て
策

定
す

る
事

に
な

っ
て

い
る

。
日

本
・
ベ

ト
ナ

ム
合

同
タ

ス
ク

フ
ォ

ー
ス

の
結

成

＊
中

間
管

理
者

に
な

り
得

る
人

が
少

な
い

：
長

期
的

人
材

育
成

（
社

外
・
社

内
教

育
）
が

重
要

課
題

、
・・

・
経

営
塾

・
も

の
作

り
大

学

19

改
善

さ
れ

る
イ

ン
フ

ラ
（
１

）
道

路
網

の
整

備
経

済
回

廊
（
第

一
東

西
回

廊
、

第
二

東
西

回
廊

、
南

北
回

廊
）

電
力

供
給

量
の

増
大

(第
７

次
電

力
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

）
発

電
所

の
建

設
；

発
電

能
力

の
増

強
（
２

０
１

５
年

ま
で

に
現

有
の

３
.５

倍
に

す
る

計
画

）
原

子
力

発
電

所
の

建
設

（
中

部
ベ

ト
ナ

ム
）
２

０
２

０
年

稼
動

予
定

配
電

網
の

整
備

；
５

０
万

kv
送

電
線

の
2
系

統
に

増
強

済
。

港
湾

の
整

備
北

部
；

ラ
ッ

ク
フ

ェ
ン

・
カ

イ
ラ

ン
・
ハ

イ
フ

ォ
ン

中
部

；
ダ

ナ
ン

南
部

；
チ

イ
バ

イ
等

外
洋

港
の

整
備

通
信

網
の

整
備

高
速

通
信

回
線

の
導

入
（
か

な
り

改
善

し
て

き
て

い
る

）

改
善

さ
れ

る
イ

ン
フ

ラ
（
２

）
道

路
網

の
整

備
／

東
西

回
廊

・
南

北
回

廊
の

関
連

（
１

） 2
0

モ
ン

カ
イ

国
道

18
号

線
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ト
ラ

ッ
ク

輸
送

ル
ー

ト
（
東

西
回

廊
、

中
越

回
廊

利
用

）

•
バ

ン
コ

ッ
ク

ー
ハ

ノ
イ

１
，

７
０

０
km

２
．

５
日

間
•

バ
ン

コ
ッ

ク
ー

ホ
ー

チ
ミ

ン
２

，
２

０
０

km
３

．
０

日
間

•
ハ

ノ
イ

ー
ド

ン
ガ

ン
（
華

南
）

（
ラ

ン
ソ

ン
経

由
）
１

，
３

０
０

km
２

．
０

日
間

注
）
ハ

ノ
イ

ー
ド

ン
ガ

ン
（
モ

ン
カ

イ
経

由
）

１
，

４
０

０
km

３
．

５
日

間
中

越
の

道
路

が
未

整
備

の
為

ラ
ン

ソ
ン

経
由

よ
り

も
時

間
を

要
す

。
コ

ス
ト

比
較

海
運

＜
ト

ラ
ッ

ク
輸

送
＜

空
送

チ
ャ

タ
ー

便
・
混

載
（
中

越
回

廊
・
東

西
回

廊
）

週
２

便
運

行
さ

れ
て

い
る

。

改
善

さ
れ

る
イ

ン
フ

ラ
（
２

）
道

路
網

の
整

備
／

東
西

回
廊

・
南

北
回

廊
の

関
連

（
２

）

22

カ
イ

ラ
ン

／
ラ

ッ
ク

フ
エ

ン

ダ
ナ

ン

チ
イ

バ
イ

・
港

湾
の

整
備

北
部

・
中

部
・
南

部
で

の
港

湾
整

備
を

行
な

う
計

画
。

ラ
ッ

ク
フ

エ
ン

港
（
深

海
港

）
の

開
発

（
Ｏ

Ｄ
Ａ

）
が

注
目

さ
れ

る
。

ダ
ナ

ン
港

も
整

備
さ

れ
つ

つ
あ

る
。

南
部

の
チ

イ
バ

イ
港

は

２
０

１
４

年
開

港
見

込
。

23

工
業

団
地

（
１

）
輸

出
加

工
区

・工
業

団
地

・
ハ

イ
テ

ク
バ

ー
ク

・
経

済
特

区
の

状
況

名
称

説
明

数
例

１
輸

出

加
工

区

輸
出

用
製

品
の

製
造

・加
工

及
び

付
随

す
る

サ
ー

ビ
ス

を
行

な
う

地
域

。
３

Ta
n

 T
h

u
a

n
 E

P
Z
（
H

C
M

C
)

L
in

h
 T

ru
n

g
 E

P
Z
（
H

C
M

C
)

L
O

T
E

C
O

（
H

C
M

C
)

２
工

業

団
地

工
業

製
品

の
製

造
及

び
付

随
す

る
業

務
を

行
う

地
域

。

輸
出

加
工

業
（
E

P
E

)も
設

立
可

能
１

３
３

T
L

IP
-Ⅰ

,Ⅱ
、

N
H

IZ

V
S

IP
、

A
M

A
T

A

N
o

i
B

a
i、

Q
u

a
n

g
M

in
h
他

３
ハ

イ

テ
ク

区

ハ
イ

テ
ク

産
業

及
び

付
随

す
る

業
務

を
行

う
地

域
。

技
術

研
究

・
ソ

フ
ト

開
発

・
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
も

含
む

。

３
H

a
n

o
i：

１

H
o

a
L

a
c

H
C

M
C

：
２

S
H

T
P

Ｑ
ｕ

ａ
ｎ

ｇ
Ｔ

ｒｕ
ｎ

ｇ
S

o
ft

w
ar

e

４
経

済

特
区

経
済

的
に

特
別

な
条

件
を

持
つ

区
８

Ｄ
ｕ

ｎ
ｇ

Ｑ
ｕ

ａ
ｔ、

Ｃ
ｈ

ｕ
Ｌ

ａ
ｉ、

Ｎ
ｈ

ｏ
ｎ

Ｈ
ｏ
ｉ，

Ｖ
ａ
ｎ

Ｐ
ｈ

ｏ
ｎ

ｇ
他

24

工
業

団
地

（１
）

工
業

団
地

選
択

の
ポ

イ
ン

ト

＜
土

地
使

用
料

＞
＜

イ
ン

フ
ラ

＞
•

外
資

系
開

発
会

社
；
比

較
的

高
価

整
備

済
ベ

ト
ナ

ム
系

開
発

会
社

；
比

較
的

安
価

未
整

備
土

地
使

用
税

を
別

途
負

担
す

る
こ

と
が

あ
る

の
で

要
注

意
。

ま
た

立
ち

退
き

問
題

も
要

注
意

。
•

土
地

の
賃

貸
か

？
工

場
の

レ
ン

タ
ル

か
？

賃
貸

；
４

０
ー

５
０

年
間

権
利

取
得

（
一

括
払

い
が

原
則

）
工

場
レ

ン
タ

ル
；
使

用
料

月
払

い
（
月

額
；
約

５
＄

/m
2)

•
工

業
団

地
入

居
の

留
意

点
（
特

に
イ

ン
フ

ラ
整

備
）

工
業

団
地

へ
の

ア
ク

セ
ス

、
電

力
、

工
業

用
水

、
通

信
設

備
、

工
業

排
水

処
理

、
地

盤
（
地

耐
力

）
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外
資

企
業

向
け

最
低

賃
金

（
月

例
給

与
グ

ロ
ス

）
（
２

０
１

０
年

１
月

１
日

改
定

）
換

算
レ

ー
ト

；
V

N
D

17
,8

00
/U

S
$

地
域

改
定

前
改

定
後

上
昇

額

ハ
ノ

イ
、

ホ
ー

チ
ミ

ン
の

都
市

部
1,

20
0,

0
00

(U
S

$6
7

)

1
,3

4
0,

00
0

（
U

S
$

75
)

14
0,

00
0

(1
0

%
)

ハ
ノ

イ
市

(旧
ハ

タ
イ

省
ハ

ド
ン

市
)

ハ
ノ

イ
、

ホ
ー

チ
ミ

ン
の

都
市

部
の

外
側

ハ
イ

フ
ォ

ン
市

の
都

市
部

、
ハ

ロ
ン

市
、

ビ
エ

ン
ホ

ア
市

、
ビ

ン
ズ

オ
ン

省
ト

ゥ
ー

ザ
ウ

モ
ッ

ト

1,
08

0,
0

00

（
U

S
$6

1
)

1
,1

9
0,

00
0

(U
S

$
67

)

11
0,

00
0

(9
.2

%
)

ダ
ナ

ン
市

、
カ

ン
ト

ー
市

ニ
ン

キ
エ

ウ
・
ビ

ン
ト

ゥ
イ

、
ド

ン
ナ

イ
省

ロ
ン

カ
イ

ン
・
ニ

ョ
ン

チ
ャ

ッ
ク

・
ロ

ン
タ

イ
ン

バ
ク

ニ
ン

省
バ

ク
ニ

ン
市

、
バ

ク
ザ

ン
省

、
ハ

イ
ズ

ン
省

、
ビ

ン
フ

ッ
ク

省
ビ

ン
イ

エ
ン

市
、

カ
イ

ン
ホ

ア
省

ニ
ャ

チ
ャ

ン

95
0,

0
00

(U
S

$5
3

)

1
,0

4
0,

00
0

(U
S

$
58

)

9
0,

00
0

(9
.5

%
)

そ
の

他
地

域
92

0,
0

00

(U
S

$5
2

)

1
,0

0
0,

00
0

(U
S

$
56

)

8
0,

00
0

(8
.7

%
)

26

（
６

）
最

低
賃

金
（ハ

ノ
イ

・
ホ

ー
チ

ミ
ン

）
の

推
移

（
1
7年

間
で

略
2
倍

と
な

っ
た

）
２

０
１

０
年

１
月

よ
り

７
５

Ｕ
Ｓ

Ｄ
に

引
き

上
げ

ら
れ

た
。

75
U

S
D

70
67

U
S

D

65
63

U
S

D

60

55
U

S
D

55 50

45
U

S
D

4
5U

S
D

45 40

35
U

S
D

35

M
ay

,1
99

2
Ju

ly
,1

99
6

S
ep

,1
99

9
F

eb
,2

00
6

Ja
n

,2
00

8
Ja

n
,2

00
9

JA
N

20
10

適
用

年
月

賃
金

(U
S

$
)

27

（８
）法

定
最

低
賃

金
（各

国
と

の
比

較
）

国
名

都
市

最
低

賃
金

（
U

S
$
)

備
考

ベ
ト

ナ
ム

ハ
ノ

イ
/
ホ

ー
チ

ミ
ン

７
５

２
０

１
０

年
１

月
改

定
（
＊

）

中
国

北
京

１
１

７

上
海

１
４

０

深
セ

ン
１

４
６

広
州

１
２

６

タ
イ

バ
ン

コ
ッ

ク
１

５
０

６
．

２
７

/
日

X
２

４

フ
ィ

リ
ピ

ン
マ

ニ
ラ

１
５

６
６

．
５

１
/
日

X
２

４

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

ジ
ャ

カ
ル

タ
１

２
１

バ
タ

ム
島

１
２

１
（
＊

）
換

算
レ

ー
ト

；
V

N
D

１
７

，
８

０
０

/U
S

$

出
所

；
JE

T
R

O
 （

下
段

20
1

0年
01

月
調

査
実

績
）他

28

投
資

事
業

コ
ス

ト
比

較
（
１

）

項
目

ハ
ノ

イ
ホ

ー
チ

ミ
ン

上
海

深
セ

ン
バ

ン
コ

ッ
ク

給
与

U
S
$/

M
o
n
th

一
般

工
9
6

9
6

2
4
9

2
0
4

2
4
1

1
0
4

1
0
0

3
0
2

2
3
5
 

2
3
1

エ
ン

ジ
ニ

ア
2
7
0

2
7
0

6
1
0

4
8
6

5
7
7

2
8
7

2
9
3

6
3
3

5
6
7

5
4
0

中
間

管
理

者

7
9
8

7
9
8

9
6
7

1
,1

5
8

1
,3

9
1

8
2
2

6
6
9

1
,1

0 0
1
,0

6
4

1
,3

4
2

社
会

保
険

料
（
雇

用
者

負
担

）

1
9
%

1
9
%

4
4
%

1
6
.9

-
5
%

2
1
%

2
1
%

4
4
%

1
7
.9

%
5
%

出
所

；
JE

T
R

O
 （

下
段

20
1

0年
01

月
調

査
実

績
）他
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投
資

事
業

コ
ス

ト
比

較
（２

）

項
目

ハ
ノ

イ
ホ

ー
チ

ミ
ン

上
海

深
セ

ン
ﾊ

ﾞﾝ
ｺ
ｯ
ｸ

工
業

団
地

（
U

S
$
/
m

2
)

4
5
-
6
0

4
5
-
6
0

6
7

8
2

8
0
.5

7

5
5
-
7
5

7
5

7
7

8
5
.5

5

事
務

所
賃

貸

（
U

S
$
/
m

2
/
M

o
n
th

)

2
7
.5

-
7
3
.2

2
5
-

8
2
.5

6
5

1
7
.5

5
-
2
1
.9

3
1
7
.1

9

2
7
.5

-
5
6
.5

5
7

6
5

1
6
.1

1
1
9
.7

7

住
宅

費

（
U

S
$
/
M

o
n
th

)

2
,1

0
0
-
3
,6

0
0

2
,5

5
0

2
,0

4
7
-
4
,3

8
6

1
,0

2
3
-
2
,6

3
2

1
,8

6
2

2
,1

0
0
-
2
,7

0
0

2
,5

5
0

2
,6

3
7
-
3
,2

2
2

1
,4

2
9

国
際

電
話

料

（
日

本
へ

３
分

）

0
.6

4
5
0

0
.6

4
5
0

3
.5

3
.5

1
0
.6

0

0
.6

8
5
8

0
.6

8
5
8

3
.5

3
.5

2
0
.6

4

産
業

用
電

力

（
U

S
$
/
kw

h
)

0
.0

2
8
-
0
.1

0
3

0
.0

2
8
-
0
.1

0
3

0
.0

8
9
9
-

0
.0

9
0

0
.0

5
-
0
.1

9
0
.1

0

0
.1

1
  

  
0
.0

2
8
-
0
.1

0
4

0
.0

2
8
-
0
.1

0
4

コ
ン

テ
ナ

（
4
0
F
T
)

（
最

寄
港

→
 横

浜
）

1
,1

2
0

7
2
0

1
,3

0
0
-
1
,3

5
0

5
6
0

8
8
5

9
7
0

7
5
0

7
4
0

1
,1

3
9

出
所

；
JE

T
R

O
 （

下
段

20
1

0年
01

月
調

査
実

績
）他

30

投
資

事
業

コ
ス

ト
比

較
（３

） 税
金

制
度

２
０

０
９

年
比

変
動

な
し

項
目

ハ
ノ

イ
ホ

ー
チ

ミ
ン

上
海

深
セ

ン
ﾊ

ﾞﾝ
ｺ
ｯ
ｸ

法
人

税
2
5
%

2
5
%
  

2
5
%

2
5
%

3
0
%

個
人

所
得

税

（
最

高
税

率
）

3
5
%

3
5
%
 

4
5
%

4
5
%

3
7
%

利
益

送
金

税
0
%

0
%

1
0
%

1
0
%

1
0
%

出
所

；
JE

T
R

O
 （

下
段

20
1

0年
01

月
調

査
実

績
）他

31

新
規

投
資

案
件

に
対

す
る

優
遇

税
制

（
法

人
税

）
（
２

）
２

０
０

９
年

１
月

発
効

（
政

令
１

２
４

）

税
率

条
件

優
遇

期
間

免
税

期
間

減
税

期
間

２
５

％
下

記
以

外
全

期
間

な
し

な
し

２
０

％
奨

励
地

域
１

０
年

間
２

年
間

４
年

間
工

業
団

地
入

居
の

み
で

は
法

人
税

優
遇

が
享

受
で

き
な

く
な

っ
た

。

１
０

％
特

別
奨

励
地

域
１

５
年

間
４

年
間

９
年

間
（
ハ

イ
テ

ク
パ

ー
ク

・
経

済
特

区
・
特

別
に

経
済

的
困

難
地

域
）

特
別

奨
励

分
野

１
５

年
間

４
年

間
９

年
間

（
ハ

イ
テ

ク
・
IT

・
イ

ン
フ

ラ
開

発
)(

期
間

３
０

年
も

可
：
首

相
決

定
）

１
０

％
特

別
奨

励
分

野
１

５
年

間
４

年
間

９
年

間
（
教

育
・
職

業
訓

練
・
医

療
・
文

化
・
ス

ポ
ー

ツ
・
環

境
）

32

ベ
ト

ナ
ム

の
今

後

安
定

し
た

経
済

成
長

（
年

7
.5

%
-
8
.0

%
の

成
長

）
旺

盛
な

内
需

に
支

え
ら

れ
、

経
済

成
長

を
達

成
。

２
０

１
０

年
目

標
６

．
５

％

世
界

経
済

へ
の

統
合

Ａ
Ｆ

Ｔ
Ａ

（
Ｃ

Ｅ
Ｐ

Ｔ
）
の

完
全

適
用

（
域

内
関

税
撤

廃
２

０
１

８
年

目
標

）
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

諸
国

－
日

本
Ｅ

Ｐ
Ａ

（
A

J
C

E
P

)（
２

０
０

８
年

１
２

月
１

日
発

効
）

ベ
ト

ナ
ム

－
日

本
Ｅ

Ｐ
Ａ

（
２

０
０

９
年

1
0
月

1
日

発
効

）

Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ

Ｎ
諸

国
－

イ
ン

ド
、

Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ

Ｎ
諸

国
－

中
国

、
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

諸
国

‐
豪

州
・
Ｎ

Ｚ

新
５

ヵ
年

計
画

（
２

０
１

１
年

－
２

０
１

５
年

策
定

中
）

平
均

Ｇ
Ｄ

Ｐ
成

長
率

７
－

８
％

、
２

０
１

５
年

一
人

当
た

り
の

Ｇ
Ｄ

Ｐ
２

，
１

０
０

米
ド

ル
外

国
企

業
に

よ
る

直
接

投
資

額
；
年

平
均

５
０

０
億

ド
ル

を
想

定
。

工
業

立
国

化
２

０
２

０
年

（
農

林
・
水

産
業

か
ら

工
業

へ
の

人
口

の
移

動
）
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33

ベ
ト

ナ
ム

政
府

の
投

資
促

進
政

策

従
来

の
投

資
促

進
政

策
を

見
直

し
経

済
環

境
の

現
状

に

即
し

た
促

進
策

と
し

て
い

る
。

法
体

系
の

一
層

の
整

備
を

図
る

行
政

改
革

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
３

０
）
の

実
施

イ
ン

フ
ラ

整
備

電
力

・
道

路
・
港

湾
の

整
備

を
行

な
う

。
民

間
資

本
の

誘
致

（
Ｐ

Ｐ
Ｐ

）

P
e
tr

o
V

ie
tn

am
 が

総
額

3
0
0
億

ド
ル

の
大

型
事

業
（
P

P
P

）
を

計
画

人
材

育
成

大
学

教
育

の
改

革
（
企

業
の

N
e
e
d
sに

対
応

）

職
業

訓
練

学
校

（
教

育
訓

練
省

、
商

工
省

、
労

働
・
傷

病
兵

・
社

会
福

祉
省

）

の
充

実

土
地

問
題

の
解

決
促

進

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

土
地

準
備

、
立

ち
退

き
問

題
の

解
決

34

日
本

と
の

関
連

日
越

関
係

；
相

互
に

戦
略

的
パ

ー
ト

ナ
ー

と
な

っ
た

。
日

本
重

視
日

越
Ｅ

Ｐ
Ａ

発
効

（
２

０
０

９
年

１
０

月
１

日
）

Ｏ
Ｄ

Ａ
累

計
供

与
額

約
９

，
０

０
０

億
円

（
２

０
０

９
年

度
供

与
）
１

，
４

５
７

億
円

過
去

最
高

日
越

共
同

イ
ニ

シ
ア

テ
イ

ブ
（
投

資
環

境
改

善
）

行
動

項
目

（
実

行
）

実
行

率

２
０

０
４

-２
０

０
５

第
１

フ
ェ

ー
ズ

１
２

５
（
１

０
５

）
８

４
％

２
０

０
６

-２
０

０
７

第
２

フ
ェ

ー
ズ

８
０

（
７

５
）

９
４

％
２

０
０

８
-２

０
１

０
第

３
フ

ェ
ー

ズ
３

７
項

目
（
６

２
項

目
）
策

定
。

具
体

的
行

動
計

画
を

２
０

１
０

年
１

２
月

ま
で

に
実

施
。

３
大

案
件

＊
南

北
高

速
鉄

道
；
具

体
的

支
援

策
に

付
検

討
開

始
し

て
い

る
。

＊
南

北
高

速
道

路
；

同
上

（
一

部
に

つ
い

て
は

具
体

化
し

て
い

る
）

＊
Ｈ

ｏ
ａ

Ｌ
ａ
ｃ

Ｈ
ｉｇ

ｈ
ｔｅ

ｃ
ｈ

Ｐ
ａ
ｒｋ

整
備

；
イ

ン
フ

ラ
整

備
支

援

35

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ

Ｄ
ｅ
ｓ
ｋ
（
ベ

ト
ナ

ム
政

府
組

織
）
の

概
要

＜
設

置
場

所
＞

•
計

画
投

資
省

外
国

投
資

庁
（
北

部
投

資
促

進
セ

ン
タ

ー
）

＜
業

務
内

容
＞

•
日

本
企

業
か

ら
の

投
資

・
事

業
運

営
に

関
わ

る
相

談
受

付
（
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
）

•
日

本
商

工
会

と
の

定
期

的
な

意
見

交
換

•
日

本
企

業
向

け
投

資
セ

ミ
ナ

ー
の

実
施

支
援

•
日

越
共

同
イ

ニ
シ

ア
テ

イ
ブ

の
行

動
計

画
実

施
支

援
＜

人
員

＞

•
ベ

ト
ナ

ム
政

府
（
計

画
投

資
省

）
よ

り
常

勤
２

名
、

非
常

勤
２

名

•
日

本
側

よ
り

常
勤

１
名

；
投

資
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
（
Ｊ
ＩＣ

Ａ
専

門
家

）
平
成
２
１
年
８
月

越
日

経
済

連
携

協
定

(Ｖ
Ｊ

Ｅ
Ｐ

Ａ
)に

つ
い

て
(資

料
提

供
経

済
産

業
省

）
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37

経
済

連
携

協
定

（
Ｅ

Ｐ
Ａ

：
E

co
no

m
ic

 P
ar

tn
er

sh
ip

 
A

gr
ee

m
en

t ）

自
由

貿
易

協
定

を
柱

に
、

ヒ
ト

、
モ

ノ
、

カ

ネ
の

移
動

の
自

由
化

、
円

滑
化

を
図

り
、

幅
広

い
経

済
関

係
の

強
化

を
図

る
協

定
。

特
定

の
国

や
地

域
の

間
で

、
物

品
の

関

税
や

サ
ー

ビ
ス

貿
易

の
障

壁
等

を
削

減
・

撤
廃

す
る

協
定

。

自
由

貿
易

協
定

（
Ｆ

Ｔ
Ａ

：
F

re
e 

T
ra

de
 A

gr
ee

m
en

t）

関
税

の

削
減

・
撤

廃
サ

ー
ビ

ス
へ

の
外

資
規

制
撤

廃

投
資

規
制

撤
廃

、
投

資
ル

ー
ル

の
整

備

知
的

財
産

制
度

、
競

争
政

策
の

調
和

人
的

交
流

の
拡

大
各

分
野

で
の

協
力

な
ど

○
日

本
は

、
経

済
連

携
協

定
（
Ｅ

Ｐ
Ａ

）
の

締
結

を
推

進
。

○
関

税
の

撤
廃

だ
け

で
な

く
、

投
資

や
協

力
な

ど
を

含
む

幅
広

い
経

済
関

係
強

化
を

目
指

す
。

な
ど

経
済

連
携

協
定

（
Ｅ

Ｐ
Ａ

）
と

自
由

貿
易

協
定

（
Ｆ

Ｔ
Ａ

）

38

○
日
系
企
業
の
生
産
拠
点
と
し
て
注
目
さ
れ
る
ベ
ト
ナ
ム
と
日
本
の
間
で
、
越
日
投
資

協
定
（
０
４
年
締
結
）
、
越
日
共
同
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
（
０
３
年
開
始
）
に
続
く
、

第
３
の
経
済
的
支
柱
を
構
築
。

○
自
動
車
や
家
電
等
の
現
地
生
産
に
必
要
な
部
品
や
素
材
を
中
心
と
し
た
関
税
撤
廃
、

知
的
財
産
権
の
エ
ン
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
ト
強
化
、
裾
野
産
業
育
成
に
向
け
た
協
力
等
を

通
じ
て
、
ベ
ト
ナ
ム
の
投
資
環
境
と
し
て
の
更
な
る
改
善
を
図
る
。

○
日
本
に
と
っ
て
は
、
２
０
０
１
年
か
ら
開
始
さ
れ
た
ア
セ
ア
ン
諸
国
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
交

渉
の
締
め
括
り
。
ま
た
、
ベ
ト
ナ
ム
に
と
っ
て
は
、
初
の
二
国
間
Ｅ
Ｐ
Ａ
。

Ｊ
Ｖ
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
意
義

39

マ
レ

ー
シ

ア
発

効
済

(０
６

年
７

月
）

ブ
ル

ネ
イ

発
効

済
(０

８
年

７
月

）

タ
イ

発
効

済
（
０

７
年

１
１

月
）

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

発
効

済
（
０

８
年

７
月

）

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

発
効

済
(０

２
年

１
１

月
）

改
正

（
０

７
年

９
月

）

ア
セ

ア
ン

全
体

（
Ａ

Ｊ
Ｃ

Ｅ
Ｐ

）
発

効
済

（０
８

年
１

２
月

１
日

）

韓
国

交
渉

中
断

中
（
再

開
に

向
け

事
務

レ
ベ

ル
で

協
議

中
）

中
国

イ
ン

ド
交

渉
中

Ｎ
Ｚ

豪
州

交
渉

中

日
本

メ
キ

シ
コ

発
効

済
(０

５
年

４
月

）

チ
リ

発
効

済
(０

７
年

９
月

）

ペ
ル

ー
交

渉
中

Ｅ
Ｕ

民
間

研
究

中
・
０

９
年

５
月

、
日

Ｅ
Ｕ

首
脳

協
議

で
日

Ｅ
Ｕ

経
済

の
統

合
強

化
に

協
力

す
る

意
図

を
表

明
。

GC
C諸

国
交

渉
中

「
湾

岸
協

力
会

議
」
：
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

、
ク

ウ
ェ

ー
ト

、
ア

ラ
ブ

首
長

国
連

邦
、

バ
ー

レ
ー

ン
、

カ
タ

ー
ル

、
オ

マ
ー

ン

Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ

Ｎ
+
６

／
３

0
9
年

夏
民

間
研

究
を

終
了

フ
ィ

リ
ピ

ン
発

効
済

(０
８

年
１

２
月

１
１

日
）

ベ
ト

ナ
ム

発
効

墨
２

０
０

９
年

１
０

月
１

日

○
東

ア
ジ

ア
を

中
心

に
、

１
０

ヶ
国

１
地

域
と

発
効

・署
名

済
。

４
ヶ

国
１

地
域

と
交

渉
中

。
○

ア
セ

ア
ン

諸
国

と
の

Ｅ
Ｐ

Ａ
は

、
ほ

ぼ
終

結
。

ア
セ

ア
ン

全
体

（
Ａ

Ｊ
Ｃ

Ｅ
Ｐ

）
：

０
８

年
１

２
月

１
日

、
発

効
。

フ
ィ

リ
ピ

ン
：

０
８

年
１

２
月

１
１

日
、

発
効

。
ベ

ト
ナ

ム
：

０
８

年
１

２
月

２
５

日
、

署
名

。

ス
イ

ス
発

効
済

(０
９

年
９

月
１

日
）

日
本

の
E

P
A

取
組

状
況

40

中
・
豪

05
年
5月
～
交
渉
中

韓
・
豪

09
年
3月

交
渉
開
始
に
合
意

韓
・
NZ

09
年
3月

交
渉
開
始
に
合
意

印
・
N
Z

09
年
3月

交
渉
開
始
に
合
意

日
・Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

0
8
年

1
2
月

発
効 中
・
Ｎ
Ｚ

08
年
10
月
発
効 豪
・
Ｎ
Ｚ

83
年
発
効

日
・
豪

O7
年
4月
～
交
渉
中

韓
・
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

0
7
年

6
月

物
品

貿
易

協
定

発
効

0
9
年

0
5
月

サ
ー

ビ
ス

分
野

発
効

0
9
年

0
6
月

投
資

分
野

署
名

日
・
韓

04
年
11
月
以
降

交
渉
中
断

日
・
印

O7
年
1月
～
交
渉
中

40

CE
PE
A(

AS
EA

N
+6

)/E
AF

TA
(A
SE
AN

+3
)

09
年

夏
民

間
研

究
を

終
了

中
・
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

0
5
年

7
月

物
品

貿
易

協
定

発
効

0
7
年

7
月

サ
ー

ビ
ス

分
野

発
効

0
8
年

1
1
月

投
資

分
野

合
意

東
ア

ジ
ア

に
お

い
て

、
各

国
が

経
済

連
携

の
動

き
を

活
発

化
し

て
い

る
。

→
A

S
E
A

N
+
３

，
+
６

と
い

っ
た

広
域

経
済

連
携

へ
の

取
組

が
課

題
。

日
中

韓
-民

間
研

究
中

豪
・
Ｎ

Ｚ
・
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

0
9
年

2月
署

名

AF
TA

-
9
3
年

発
効

-
A

S
E
A

N
6
は

2
0
1
0
年

ま
で

に
、

残
り

4
ヶ

国
も

2
0
1
5
年

ま
で

に
域

内
貿

易
関

税
を

原
則

撤
廃

東
ア

ジ
ア

に
お

け
る

経
済

連
携

の
動

き

韓
・
印

09
年
8月

署
名

印
・
Ａ

Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ

0
9
年

8
月

物
品

貿
易

協
定

署
名
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F
o

re
ig

n
 i
n

ve
st

m
en

t 
ag

en
c

y 
o

rg
an

iz
at

io
n

O
N

E
 -

S
T

O
P

 S
H

O
P

 

D
ir

e
ct

o
r 

G
e
n

e
ra

l

F
o

re
ig

n
 i

n
ve

st
m

en
t 

ag
en

cy

４
D

E
P

U
T

Y
 G

E
N

E
R

A
L

 
D

IR
E

C
T

O
R

S

A
dm

in
is

tr
at

io
n 

O
ffi

ce
S

ta
tis

tic
s 

&
 

In
fo

rm
at

io
n 

D
iv

F
or

ei
gn

 
In

ve
st

m
en

t  
D

iv

O
ve

rs
e

as
 

In
ve

st
m

en
t 

D
iv

In
ve

st
m

en
t 

P
ro

m
ot

io
n 

D
iv

P
ol

ic
y 

  D
iv

In
ve

st
m

en
t 

P
ro

m
o

ti
o

n
 

C
en

te
r 

in
 t

h
e 

C
en

tr
al

N
o

rt
h

er
n

 In
ve

st
m

en
t 

P
ro

m
o

ti
o

n
 C

e
n

te
r 

Ja
p

an
 D

es
k 

設
置

S
o

u
th

er
n

 F
o

re
ig

n
 

In
ve

st
m

en
t 

C
en

te
r

F
IA

Vi
et

na
m

41

ご
清

聴
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

。

今
回

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

の
ご

成
功

を
祈

念
申

し
上

げ
ま

す
。

市
川

匡
四

郎

(前
外

国
投

資
庁

投
資

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

)

Ic
hi

ka
w

a
B

us
in

es
s

C
on

su
lta

nt
C

o.
,L

td
V

ie
tn

am

(I
B

C
 V

ie
tn

am
）

E
-M

ai
l A

dd
re

ss
;k

.ic
hi

ka
w

a@
r3

.d
io

n.
n

e.
jp

42

42
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単位 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
実質GDP成長率 ％ 6.79 6.89 7.08 7.34 7.79 8.44 8.23 8.48 6.18
名目GDP 兆ドン 442 481 536 613 715 839 974 1,144 11,478
１人あたりのGDP ＵＳドル 402 413 440 489 554 637 724 835 1,042
消費者物価上昇率 ％ ▲ 1.6 ▲ 0.4 3.9 3.1 7.8 8.3 7.5 8.3 23.0
失業率 ％ 6.42 6.28 6.01 5.78 5.60 5.31 4.82 4.64 4.65
輸出総額 億ＵＳドル 145 150 167 201 265 324 398 486 627

対前年増加率 ％ 25.5 3.8 11.2 20.6 31.4 22.5 22.7 21.9 29.1
輸入総額 億ＵＳドル 156 162 197 253 320 368 449 628 807

対前年増加率 ％ 33.2 3.7 21.8 27.9 26.6 15.0 22.1 39.8 28.6
直接投資受入額 億ＵＳドル 27 32 30 31 42 63 114 203 640
１ＵＳ㌦＝ドンレート ドン 14,168 14,725 15,280 15,510 15,746 15,859 15,994 16,105 16,302

九州とベトナムの貿易額の推移 （単位：億円）

貿易収支

金額 前年比 全国比 金額 前年比 全国比 金額

2007 377 76.0 5.7% 482 37.8 6.7% ▲ 105

2008 396 5.0 4.9% 672 39.4 7.1% ▲ 276

2009 352 ▲ 11.1 5.8% 458 ▲ 31.9 7.1% ▲ 106

輸出 輸入年

Ⅳ-2 ベトナムカントリーペーパー 
 

九州経済産業局国際部 

１．概況 

 (1) 一般概況 

 面   積 

 人   口 

  
首   府 

 言   語 

 通   貨 

 行政区分 

 約33万k㎡（九州 約4.2万k㎡、九州の約8倍、日本の約0.9倍） 

 約8,579万人（2009年12月31日） 

（九州 約1,332万人、九州の人口の約6.5倍、日本の約0.7倍） 

 ハノイ（人口 約645万人、面積 約3,345k㎡） 

 ベトナム語、ほかに少数民族語 

 ドン 

 58省、5直轄市（ハノイ、ホーチミン、ハイフォン、ダナン 、カントー） 

 政   体 

共 産 党 
元   首 

 政府組織 

 

 社会主義共和国 

書記長   ノン・ドゥック・マイン書記長（01.04就任） 

国家主席 グエン・ミン・チエット(06.06就任) 

 ◇行政機関：内閣（首相 グエン・タン・ズン）（06.06就任） 

 ◇立法機関：国会（一院制(493人)、任期5年）（議長 グエン・フー・チョン）（06.06就任） 

 ◇司法機関：最高人民裁判所（長官 チュオン・ホア・ビン）（07.08就任） 

出所：ジェトロＨＰ、外務省ＨＰ等を基に九州経済産業局作成 

 
 (2) 経済概況 

ベトナムのマクロ経済指標 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：ジェトロＨＰ「国・地域別情報（J-FILE） ベトナム：基礎的経済指標」を基に九州経済産業局作成 
 
２．貿易 
  (1)九州の対ベトナム貿易額 

・2009 年の九州からベトナムへの輸出額は 352 億円（前年比 11.1％減）で、全国比 5.8％を占める。 

九州の輸出総額に占めるベトナムの割合は 0.9％となっている。 

・2009 年の九州のベトナムからの輸入額は 458 億円（前年比 31.9％減）で、全国比 7.1％を占める。 

九州の輸入総額に占めるベトナムの割合は 1.1％となっている。 

・九州にとってベトナムは輸出、輸入ともに第 22 番目の相手国となっている。 
 

 
 
 
 
 
 

出所：財務省「貿易統計」を基に九州経済産業局作成     
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鉄鋼のフラット
ロール製品
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29.1%

建設用・鉱山用
機械
29 
8.3%

科学光学機器
13 
3.8%

ゴムタイヤ及び
チューブ
13 
3.6%

半導体等電子部品
11 
3.1%

電気計測機器
10 
2.8%

有機化合物
10 
2.8%

農業用機械
10 
2.7%

その他
154 
43.7%

九州からベトナムへの

輸出総額（2009年）

352億円

絶縁電線及び
絶縁ケーブル

124 
27.1%

原油及び粗油
44 
9.7%

石炭
37 
8.2%

魚介類（生鮮・
冷凍）
36 
7.9%

パルプウッド等
21 
4.7%

自動車の部分品
15 
3.2%

魚介類の調製品
12 
2.7%

その他
167 
36.5%

九州のベトナムからの

輸入総額（2009年）

458億円

米国
113.6 
19.9%

日本
62.9 
11.0%

中国
49.1 
8.6%

オーストラリア
22.8 
4.0%

シンガポール
20.8 
3.6%

韓国
20.6 
3.6%

ドイツ
18.9 
3.3%

その他
262.4 
46.0%

輸出（2009年）

571.0億ドル

中国
164.4 
23.5%

日本
74.7 
10.7%

韓国
69.8 
10.0%

台湾
62.5 
8.9%

タイ
45.1 
6.5%

シンガポール
42.5 
6.1%

その他
240.5 
34.4%

輸入（2009年）

699.5億円

(2) 九州の対ベトナム貿易品目の動向（2009 年） 

・九州からベトナムへの輸出品は、鉄鋼のフラットロール製品、建設用・鉱山用機械、科学光学機器（光ファイ

バーケーブル等）の順に多くなっている。 

・九州のベトナムからの輸入品は、絶縁電線及び絶縁ケーブル（自動車用点火配線セット等）、原油及び粗

油、石炭の順に多くなっている。 

 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

出所：財務省「貿易統計」を基に九州経済産業局作成 

 

(3)ベトナムの貿易相手国・地域（2009 年） 

・ベトナムの輸出相手国は、米国が 19.9％で第１位、次いで日本、中国の順となっている。 

・ベトナムの輸入相手国は、中国が 23.5％で第１位、次いで日本、韓国の順となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：ジェトロＨＰ「2010 年ベトナム一般概況～数字で見るベトナム経済～」を基に九州経済産業局作成 
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九州企業のベトナム進出事例
業種 進出先 企業名 進出年 進出形態 事業内容

卸売・小売 ホーチミン 不二貿易 1989 支店・事務所 家具・雑貨・日用品などの輸入、国内での販売

運輸業 ホーチミン 山九 1990 単独 輸送業、倉庫業、エンジニアリング等

食料品 不明 磯屋 1992 不明 水産加工品の製造

化学 ビエンホア 久光製薬 1994 単独 医薬品の製造・販売

その他製造 ホーチミン 九州オルガン針 1994 その他 家庭用ミシン針の製造

その他製造 ハノイ ホウエイ 1995 支店・事務所 ベトナムでの情報収集

食料品 フエ フエフーズ・ジャパン 1995 単独 日本酒・焼酎の製造販売

運輸業 ホーチミン 山九 1995 支店・事務所 駐在員事務所

輸送用機械 ハノイ 合志技研工業 1996 合弁 二輪車用マフラー、フレーム生産

食料品 ホーチミン 八ちゃん堂 1996 単独 冷凍茄子の製造・輸出

電力 ブンタウ省 九州電力 2001 合弁 コンバインドサイクル方式による発電

窯業・土石 ハノイ ＴＯＴＯ 2002 単独 衛生陶器の製造・販売

情報サービス ハノイ オーリッド 2005 単独 エントリーセンターの運営、ITの開発

情報サービス ダナン オーリッド 2005 単独 エントリーセンターの運営、ITの開発

電気機械 ハノイ パナソニックコミュニケーションズ 2006 単独 PBX、光ディスクドライブ製造

卸売・小売 ホーチミン ベスト電器 2006 合弁 家電販売

食料品 ティエンザン省 ヒガシマル 2007 単独 クルマエビ飼料の製造および販売

環境機器 ハノイ ワイビーエム 2007 支店・事務所

運輸・通信 ホーチミン 西日本鉄道 2007 合弁 航空貨物・海運貨物、貨物自動車運送事業等

サービス ホーチミン 宝広告社 2008 単独 屋外広告塔の作製等

運輸・通信 ホーチミン 西日本鉄道 2008 単独 航空貨物事業

その他製造 ハノイ オートシステム 2008 単独 ワイヤーハーネスの製造

その他製造 ロンアン省 イベロジャパン 2009 単独 中古農業機械の再生・販売

運輸 ハノイ 福岡倉庫 2009 合弁 海外引越事業

その他製造 フンイエン省 タカギ 2009 単独 蛇口一体型浄水器の製造

輸送用機械 ハナム省 ホンダロック 2009 単独 2輪車用キーセット、シャッターキー

1999年
以前

2000～
2007年

2008年 2009年
年次不明
その他

計 構成比

九州 10 9 3 4 0 26 2.7%

全国 204 271 35 － 49 559 2.2%

３．投資 

(1) 九州企業の対ベトナム投資の推移 

・九州からベトナムへの進出件数は 2009 年時点で 26 件（九州の全進出件数 960 件の 2.7％）。 
ベトナムへの進出企業件数の推移 

 

 

 
 

出所：（財）九州経済調査協会「九州・山口地場企業の海外進出1986～2008」、新聞情報等、東洋経済新報社「海外進出企業 

総覧 2009［国別編］」 を基に九州経済産業局作成 

備考：構成比・・九州及び全国の全進出件数のうち、ベトナムに進出した件数の割合   
 

(2)九州企業のベトナム進出事例 

・過去３年間で 10 件進出。（2007 年：3 件、2008 年：3 件、2009 年 4 件）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出所：（財）九州経済調査協会「九州・山口地場企業の海外進出 1986～2008」、新聞情報等を基に九州経済産業局作成 

４．航空路線・コンテナ航路 

 (1) 九州とベトナムとの航空路線 

   2009 年 10 月に福岡－ハノイ線就航。福岡－ホーチミン線とあわせ、週４便で運行。 

 【福岡－ハノイ】 週２便（火・土運航） 

福岡発 10:30 － ハノイ着 12:45      ハノイ発 2:00 － 福岡着 8:00    （時差－２時間） 

【福岡－ホーチミン】 週２便（木・日運航） 

福岡発 10:30 － ホーチミン着 13:25    ホーチミン発 1:15－ 福岡着 8:00  （時差－２時間） 

出所：ベトナム航空時刻表（2010/3/28～10/30） 
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（単位：人、％）

全国比 構成比
2000年 14,247 415 2.9 0.1
2001年 16,374 401 2.4 0.1
2002年 18,144 450 2.5 0.1
2003年 20,768 653 3.1 0.1
2004年 23,852 1,022 4.3 0.2
2005年 26,213 1,239 4.7 0.2
2006年 31,748 1,501 4.7 0.2
2007年 38,105 1,703 4.5 0.2
2008年 42,117 1,756 4.2 0.2

全国 九州

（単位：人）

全世界 ベトナム シェア 順 ベトナム シェア 順 中国 シェア 韓国 シェア 全世界
2006.5 117,927 2,119 1.8% ⑤ 224 2.1% ⑤ 6,485 59.9% 1,639 15.1% 10,835
2007.5 118,498 2,582 2.2% ④ 266 2.3% ⑥ 6,423 56.7% 1,888 16.7% 11,325
2008.5 123,829 2,873 2.3% ④ 344 2.9% ④ 6,806 56.5% 2,072 17.2% 12,040
2009.5 132,720 3,199 2.4% ④ 381 2.9% ③ 7,555 58.4% 2,149 16.6% 12,931

全国 九州

(2) 九州とベトナムとの定期コンテナ航路 

・博多港から、ハイフォンへの路線が週１便で運行。 

・北九州港から、ハイフォンへの路線が週１便、ホーチミンへの路線が週１便で運行。 

出所：2010.6現在 各港ホームページより 

 

５．入国者数 

・2008 年の九州への外国人入国者数のうちベトナム人は 1,756 人で、構成比は 0.2％。 

・しかしながら、ベトナムからの入国者は 2000 年に比べ約 4.2 倍に増加している。 

 

ベトナムからの入国者数の推移      

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：法務省「出入国管理統計」を基に九州経済産業局作成 

備考：全国比・・全国に占める九州の割合(%)、  

構成比・・九州の全入国者数に占めるベトナムの割合(%) 

 

６．留学生数 
・2009 年の九州の大学におけるベトナム国籍の留学生は 381 人で、中国、韓国に次いで３番目に多い。 

・大学別ではＡＰＵ立命館アジア太平洋大学（218 人）、九州大学（34 人）が多い。 

 

ベトナム国籍の留学生数 

 

 

 

 
出所：文部科学省・独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」、同機構九州支部「九州・沖縄地域 

国・地域別留学生等数一覧」を基に九州経済産業局作成 
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Ⅳ-3 九州経済国際化推進機構とベトナム社会主義共和国計画投資省との 

経済交流に関する覚書 
 
 
 

 九州経済国際化推進機構とベトナム社会主義共和国計画投資省とは、相互理解と友好関係を深めな
がら、両地域の発展に向け、経済交流の促進に協力して取り組むため、本覚書を作成する。 
 
 
１．経済交流の促進は、双方地域の企業等が相互に活発な投資事業を展開することができるよう、双
方が共同して支援することを言うものとし、特に次の点において努力する。 

 
１） 双方は、相手方が投資訪問団の派遣など自地域において経済交流事業を実施しようとする場

合、その受入れについて可能な限り協力する。 
 
２） 双方は、相手方地域の企業等による自地域への投資の開始・拡大に向け、可能な限り配慮す

る。 
 
３） 双方は、相手方が投資に関する情報の提供を求める場合、可能な限りそれに応じる。 

 
２．双方の連絡窓口となる組織は、次のとおりとし、今後、具体的な経済交流事業を行おうとする場
合は、その都度互いに協議・調整しながら進めることとする。 

 
九州経済国際化推進機構：事務局 
ベトナム社会主義共和国計画投資省：外国投資庁 
 

３．双方は、６ヶ月前に相手方に対して書面による予告を与えることにより、本覚書を終了させるこ
とができる。 

 
４．本覚書に基づく協力は、双方が署名した日から開始される。 
また、本覚書は、英語により２通作成し、双方が保有する。 
 
 
 
 
２００９年２月２５日 
 
 
九州経済国際化推進機構             ベトナム社会主義共和国  計画投資省 
 
 会 長  鎌 田 迪 貞           副大臣 グエン・チ・ズン 
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Ⅳ-4 北九州ベトナム協会「ベトナム経済ミッション」 

 
１ 概 要 
  ベトナム・ハノイ市、本市と友好・協力協定を結ぶハイフォン市等を訪問し、産
業視察、現地行政機関との交流事業等を行った。 
なお、本訪問団の一部行程は、同時期に「九州経済国際化推進機構」及び「九州

ベトナム友好協会」が派遣する「九州ベトナム訪問団」と合同で実施した。 
 
２ 期 日 
  平成 22 年 7月 20 日（火）～24 日（土） 
 
３ 訪問団 
  参加人数：２１名 
  団  長：北九州ベトナム協会会長 木瀬 照雄（TOTO㈱代表取締役会長） 
 
４ 北九州市からの参加者 

副団長： 副市長  橋本 嘉一 
事務局： 産業経済局 貿易振興課長 田上 裕之 

同部 貿易振興課 国際ビジネス担当係長 宮崎 彰三（途中参加） 
 
５ スケジュール 

20 日 
（火） 

08:20 福岡空港集合 
09:00 結団式 
終 日 （航空機材の不調に伴う）待機 

【福岡泊】 
21 日 
（水） 

10:30 VN963 空路ハノイへ 
12:45 ハノイ着 
午 後 ハイフォン市へ移動 
16:30 ハイフォン人民委員会表敬 
夕 刻 ハロン市へ移動 

【ハロン泊】 
22 日 
（木） 

午 前 ハノイ市へ移動 
14:00 AIC 社視察 
17:00 九州ベトナム経済交流セミナー・交流会参加 

【ハノイ泊】 
23 日 
（金） 

10:00 ベトナム貿易振興庁（VIETRADE）訪問 
14:00 TOTO ハノイ工場視察 
19:30 在越日本国大使館レセプション参加 

【空港待機】 
24 日 
（土） 

02:10 VN962 空路福岡へ 
08:00 福岡着 
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